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平成２７年第１回訓子府町議会定例会会議録 

 

 

○議事日程(第２日目) 

平成２７年３月６日（金曜日）       午前９時３０分開議 

 

第１１ 議案第１８号 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

第１２ 議案第２０号 訓子府町手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

第１３ 議案第２１号 訓子府町道路占用条例の一部を改正する条例の制定について 

第１４ 議案第２３号 訓子府町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

第１５ 議案第１０号 平成２７年度訓子府町一般会計予算について 

第１６ 議案第１１号 平成２７年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について 

第１７ 議案第１２号 平成２７年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算について 

第１８ 議案第１３号 平成２７年度訓子府町介護保険特別会計予算について 

第１９ 議案第１４号 平成２７年度訓子府町下水道事業特別会計予算について 

第２０ 議案第１５号 平成２７年度訓子府町水道事業会計予算について 

第２１ 議案第１６号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律 

           の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例の制定について 

第２２ 議案第１７号 訓子府町教育委員会教育長の服務に関する条例の制定について 

第２３ 議案第１９号 訓子府町行政手続条例の一部を改正する条例の制定について 

第２４ 議案第２２号 訓子府町介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵 

           守すべき基準に関する条例の制定について 

第２５ 議案第２４号 訓子府町指定介護予防支援等に関する基準を定める条例の制定に 

           ついて 

第２８ 報告第 １号 定期監査結果報告について 

第２９ 報告第 ２号 出納検査結果報告について 

第３０ 報告第 ３号 所管事務調査結果報告について 
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開議 午前 ９時３０分 

    ◎開議の宣告 

○議長（橋本憲治君） 皆さん、おはようございます。 

 それでは定刻になりました。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 本日の出欠報告をいたします。本日は、全議員の出席であります。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付してあるとおりでございます。 

 

    ◎議案第１８号、議案第２０号、議案第２１号、議案第２３号、議案第１０号 

     議案第１１号、議案第１２号、議案第１３号、議案第１４号、議案第１５号 

○議長（橋本憲治君） 昨日に引き続き、新年度予算関連の提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１０号 平成２７年度訓子府町一般会計予算についての提案理由の説明を

求めます。 

 副町長。 

○副町長（佐藤明美君） おはようございます。今日の当初予算の説明、若干長丁場にな

りますけども、段々話している途中に早くなることもありますので、先ほどちょっと始ま

る前に苦情がありましたので、なるべくゆっくり話したいと思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 今回の予算につきましては、予算書、別冊にあると思いますけども、これと、前段で説

明資料と両方あわせて説明したいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、議案第１０号 平成２７年度訓子府町一般会計予算についての説明をしたい

と思います。 

 なお、説明の中で本年度と表現する部分につきましては、平成２７年度を指しておりま

すので、そのようにお聞き取り願いたいと思っています。 

 それでは、はじめに、この薄いほうの各会計予算案の説明資料のほうから説明していき

たいと思いますので、ご覧いただきたいと思います。 

 それでは、まず、１ページ目ですけども、ここでは予算案の概要について触れておりま

すけれども、本年度は改選期の年でもありますので、当初予算については、政策的な経費

を除く経常経費を中心とした予算編成としているところでございます。 

 また、本町の歳入の多くを占める地方交付税につきましては、国では、経済財政諮問会

議において基礎的財政収支の黒字化を目標としておりますけども、消費税の値上げの先送

りや法人税率の改正を織り込んでいないという中で、高齢化の進展に伴う社会保障費の増

加は大きく増えることも含めて、地方財政への改革の必要性が求められており、それらを

考えますと財政上大きく好転するということは望めないというふうに考えておりますけど

も、どちらかといえば混沌とした状況にあるのではないかというふうに考えております。 

 一方、歳出におきましては、公債費や債務負担行為に係る償還割合は改善してきており

ますけども、今後の経年劣化してきている施設の整備などを考えますと、まだまだ厳しい

財政状況が続くというふうに考えております。 

 こうした中で本年度は骨格予算として町民生活に与える影響に配慮した経常経費を中心

に計上しているとはいえ、農業基盤事業や町道南１２線の舗装修繕、商店街振興の補助金
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など一部継続事業を計上し、将来につながる財政運営を意識しながら所要の経費を計上し

ているというところでございます。 

 この結果、ここにもありますように一般会計の歳入歳出予算総額は、４０億６４０万円

ということになってございまして、対前年比ではマイナス３．６％という状況でございま

す。 

 その款ごとの予算額と伸び率につきましては、５ページのとおりですけども、歳出では、

総務費において町有林整備事業や国勢調査などの事業などがありますので２８．３％の増

加。 

 民生費では、くんねっぷ静寿園増改築等補助金や子ども子育てシステム導入が終わった

ということで２５．７％の減というかたちになってございます。 

 また衛生費では、水道事業出資金や旧端野町処理場解体事業負担金などによりまして２

１．６％の増額となってございます。 

 農林水産業費では、鹿電気牧柵設置事業が終わったと、それと常盤地区総合農地開発事

業、国営ですけども、その償還も終わったということで減になっておりますけれども、今

年から補助金が町を経由することになった集落営農活動支援事業や農業基盤整備事業の継

続などにより２７．４％の増という状況になっております。 

 土木費においては、旧訓子府駅周辺整備事業が完了したこともございまして９．２％減

ということになっています。 

 消防費では、北見地区の連合演習交付金や消防デジタル無線の元金償還が始まるという

ことから１１．１％の増額となってございます。 

 教育費では、訓小屋根改修や、また図書館用地購入、スポーツセンター耐震診断業務が

終わったことから９．６％の減ということになっています。 

 次に、８ページですけども、８ページには人件費の資料を載せてありますけれども、一

番下の右から４列目、一般会計及び特別会計を含めた総人件費になりますけれども、これ

は本年度は人事院勧告による給与構造改革や独自削減の廃止、さらには議員及び特別職の

独自削減が廃止になることなどもございまして、３，３９９万１千円の増というかたちに

なってございます。 

 隣りの９ページでは、基金の保有状況を一覧にしたものでございまして、表の下から４

段目の一番右側にありますように、本年度末の基金保有見込額は一般会計で３９億９，９

４１万５千円ということになってございます。 

 １０ページからは投資的事業、１４ページから補助奨励費、１８ページからは扶助費の

内訳と事業の内容を一覧にしているものでございまして、骨格予算のために政策的なもの

は６月に提案するということになりますけれども、補助奨励費の中で今回計上を見送った

事業一覧を１６ページ、１７ページを見ていただきたいんですけれども、下のほうに小さ

な字で書いてあると思いますけれども、これが今回、予算の中で見送った事業一覧を示し

ているものでございますので、ご覧いただければと思います。 

 あと４３ページ以降につきましては、事業実施箇所図を添付しておりますので、ご覧を

いただくことといたしまして、予算書における説明はこれら資料の内、特別なものについ

て説明をさせていただきたいというふうに思っております。 

 それでは、予算書の説明をしていきたいと思います。予算書の２ページをお開き願いた
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いと思います。 

 議案第１０号 平成２７年度訓子府町一般会計予算になりますけれども、平成２７年度

訓子府町一般会計予算につきましては、次に定めるものとしまして、第１条では、歳入歳

出それぞれ４０億６４０万円としてございます。 

 第２項では、歳入歳出予算の款項の区分及び金額は、次のページから１２ページまでに

ございますけれども、「第１表 歳入歳出予算」によることを規定しているもので、これに

ついては、ご覧いただくこととしまして、その内容については、後ほど事項別明細書の中

で説明させていただきたいというふうに思っております。 

 また、２ページに戻っていただきまして、第２条の債務負担行為と第３条の地方債につ

いて定めておりますけれども、これについても後ほど第２表と第３表の中で説明させてい

ただきます。 

 第４条では、金融機関から借り入れすることができる一時借入金の限度額を昨年と同額

の１０億円と定めているものでございます。 

 それでは、１３ページをお開き願いたいと思います。 

 ここでは、第２表ですけども、債務負担行為の承認を受けようとするものですけども、

本年度はここにございますように５件でございます。 

 一番上の季節労働者の生活資金につきましては、その貸付金の利子補給と損失補償であ

りまして、期間は２カ年、限度額については、それぞれこの欄に載っている記載のとおり

でございます。 

 ２段目の北海道訓子府高等学校入学生通学支援対策事業では、期間は３カ年でございま

して、限度額を７３４万４千円とするものです。 

 次に、３段目の北海道訓子府高等学校修学旅行費支援対策事業では、期間を２カ年とし

まして、限度額１２０万円とするものです。 

 次に、開基１２０年記念町勢要覧（映像版）作成事業では、来年の開基１２０年に向け

た四季などの映像を確保するもので期間を２カ年で限度額は３００万円とするものでござ

います。 

 次に、一番下の開基１２０年記念町勢要覧（冊子版）作成事業では、映像版同様に、来

年の開基１２０年に向けた四季などの写真を確保するというもので期間を２カ年で限度額

は７００万円とするものでございます。 

 次に、隣のページ、１４ページになりますけども、ここでは、地方債になります。 

 本年度予定しております１１本の事業等にかかる地方債の借入限度額を定めるものでご

ざいまして、本年度は一番上の防災倉庫整備の実施設計に充てる防災施設整備事業で３９

０万円、水道の耐震化事業に充てる耐震化事業一般会計出資事業で１，４４０万円、その

下から橋梁長寿命化修繕事業までの７本は過疎債、ソフト事業に充てる過疎地域自立促進

特別事業債４，６５０万円、そして地方交付税の代替財源ともいえます臨時財政対策債１

億２，１００万円と総額で２億５，０８０万円を借り入れしようとするものでございます。 

 次に、１５ページからは事項別明細になりますけれども、１５ページ、１６ページは歳

入歳出の款別の予算額を掲載しておりますので、これはご覧をいただくこととしまして、

１７ページ以降の事項別明細の説明に入りたいと思っております。 

 まず、１７ページ、これは歳入歳出とも特徴的な部分についてのみ説明をさせていただ
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きます。 

 それでは、まず、１款、１項、町民税、１目の個人になりますけども、均等割において

は、就労人口の減に伴いまして１％の減で８８４万８千円、所得割は昨年同様税率を６％

としまして、その他分離課税などを加えまして、最終的に平成２６年度の実績を踏まえ９

９％の率で計算しておりますけども２億４７６万円の合計２億１，３６０万８千円を計上

しているものでございます。 

 次に、下の表の１款、２項、１目の固定資産税になります。これは償却資産の伸びはあ

ったものの土地家屋の評価替え等による影響から４１１万７千円の減で計上してございま

す。 

 次に、１９ページの２段目の表の１款、３項、１目、軽自動車税ですけども、平成２７

年度から税額改正が見込まれていることから、その影響で１５６万６千円の増額を計上し

ているものでございます。 

 なお、この軽自動車につきましては、まだはっきりとしておりませんけども、税額の先

延ばしがあるようで、変わらないんではないかという話もありますけども、今回の予算で

は変わったことを見込んでしておりますので、もし変わらなかった場合については、これ

を後日といいますか、あとの議会の中で補正で減らさせていただきたいと。減額の補正を

させていただきたいというふうに思っております。 

 次に、３段目の１款、４項、１目、町たばこ税ですけども、これは本数の減少傾向にあ

るということから、昨年度実績を勘案しまして２５２万７千円減の３，６８８万２千円の

計上でございます。 

 次に、２１ページの２段目の表になりますけども、２款、１項、１目の地方揮発油譲与

税では、総額の５８％が都道府県、４２％が市町村で、その内２分の１が道路面積及び道

路延長等で交付されるもので、前年の実績を勘案しまして５０万円増の２，４５０万円を

計上しているものでございます。 

 次に、３段目の２款、２項、１目の自動車重量譲与税では、前年実績を勘案しまして５％

増の４，９００万円を計上してございます。 

 次に、２３ページの上の表になります。 

 一番上の６款、１項、１目の地方消費税交付金では、消費税増税の影響が平年度化する

ということを見越しまして１，２００万円増の７千万円を計上しているものでございます。 

 次に、その下の７款、１項、１目の自動車取得税交付金では、取得税の９５％掛ける１

０分の７を財源に道から交付されるものでございまして、道路面積と延長により計算され

ますけれども、前年実績を勘案しまして２００万円減の８００万円を計上しているもので

ございます。 

 次に、上から４段目の表の９款、１項、１目の地方交付税では、地方財政計画では０．

８％減が示されておりますけれども、人口減少等特別対策事業費の創設をはじめとした制

度改正が不明確だということもございまして前年同額の１９億５千万円を普通交付税で計

上、同じくその下の特別交付税につきましても前年同額の１億円を計上しているものでご

ざいます。 

 次に、一番下の１１款、１項、１目の農林水産業費分担金になります。道営訓子府北西

地区農地整備事業にかかる面事業の農家分担金でございまして、面事業総体事業費が３１
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人で２億４，１４０万円の内１，８５８万円を計上しまして、次のページの一番上になり

ますけれども、道営高園地区農地整備事業では、面事業総体事業費で１０人でございまし

て２億円、この内１，５５０万円、そして、その下の道営訓子府川南地区農地整備事業で

は、面事業と調査設計を中心に総体事業費でいきますと受益者５９人で１億１１０万円の

内７５８万２千円、これら合計しますと４，１６６万２千円がうちの負担ということにな

ってございます。 

 次に、真ん中の表の１１款、２項、１目の民生費負担金ですけども、右側の２節の児童

福祉費負担金、これの常設保育所利用者負担金、これにつきましては、前年度実績を勘案

しまして９９万３千円増の１，８９７万３千円を計上しているものでございます。 

 その下の２目の農林水産業費負担金の右側になりますけども、道営北西地区農地整備事

業負担金では、北見市の受益者が２名分おりまして、昨年度より受益者人数が減ったとい

うことに加えまして、負担率が変更にもなりましたので１４１万３千円の減で２１万８千

円を計上しているものでございます。 

 なお、ここでは国営常盤地区総合農地開発事業の償還が昨年度まで計上されておりまし

たけども、償還期間が先ほどいいましたように終わったということで、昨年に比べて負担

金が１，０９３万８千円と大きく減額となっているというものでございます。 

 次に、下の表ですけれども、１２款、１項、２目、民生使用料の温泉保養センター使用

料では、前年度実績見込みで４％減の１，０５７万６千円を計上しているものでございま

す。 

 次に、そこの下から３行目ぐらいでしょうか、４目の農業使用料、これの牧場使用料で

は、昨年度の実績から入牧頭数が減る見込みであるということから７０万７千円の減額を

し、１，６２１万円を計上してございます。 

 その下の草地使用料では、昨年度で草地更新が完了したということがございまして、全

草地の反当り単価を２，５００円に統一しまして、８６．２１ｈａ分で２１５万５千円を

計上しているものでございます。 

 次に、６目の一番下ですけども、土木使用料の道路占用料では、先ほど条例改正のとこ

ろで説明しましたように、平成１２年度以降の道路占用料の改定をしていなかったという

ことから、本年度より国の基準に合わせて改定することとしまして２２７万５千円を減額

し、１６２万３千円を計上しているものでございます。 

 次に、３節の住宅使用料の町営住宅使用料では、入居者の所得上昇や実績見込みから１

５４万７千円増の５，０９４万７千円を計上しているものでございます。 

 次に、２７ページ、一番上になります。上の表の１２款、１項、７目の教育使用料の３

節になりますけども、保健体育使用料では、特にパークゴルフ場と温水プールの利用者減

によりまして４１万１千円の減額で５３２万２千円を計上しております。 

 次に、真ん中の表になります。１２款、２項、２目の衛生手数料の廃棄物処理手数料で

は、ゴミ袋の購入の自然減と昨年度から生ごみの極小袋をつくったということがございま

して６２万１千円減の１，３０５万３千円の計上でございます。 

 次に、一番下の表の１３款、１項、１目の民生費国庫負担金になります。ここでは右側

の障害者福祉費負担金では、昨年度の実績を勘案し２６８万４千円増の７，８８４万９千

円を計上しているものでございます。 
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 次のページ、これは右側の３節の児童手当負担金になります。これは対象者の延べ人数

を勘案しまして５２万４千円増の５，７５７万２千円を計上しているものでございます。 

 次に、一番下の表になりますけれども、１３款、２項、１目の総務費国庫補助金の社会

保障・税番号制度システム整備補助金でございます。地方税システム改修の補助率３分の

２、それ以外の住基システム、それと団体内統合宛名システム及び中間サーバーは１００％

の補助になりますけども、それらをあわせまして７１９万４千円の計上でございます。 

 次のページになります。上の表の上から３段目の４目の土木費国庫補助金、それの右側

の公営住宅整備事業費補助金では、末広公営住宅の改修で１棟３戸、それと建設で１棟３

戸、解体で１棟４戸、それと調査設計などで３，２１９万円を計上しているものでござい

ます。 

 その下の道路橋梁費補助金では、町道１２線の舗装修繕で事業費９，５００万円の６５％

で６，１７５万円の計上です。それと橋梁長寿命化修繕で２橋分の事業費１，８００万円

の６５％で１，１７０万円、合計で７，３４５万円を計上しているものでございます。 

 次に、一番下の表になります。１４款、道支出金、１項、１目、民生費道負担金の障害

者福祉費負担金では、先に国庫負担金のところで説明しましたように、実績に基づき１３

２万４千円増の３，９４２万４千円の計上でございます。 

 次に、３４ページの右側になりますけど、中ほどになります。２節、国民健康保険基盤

安定負担金では、詳しい内容につきましては、特別会計の中で説明させていただきますけ

ども、１５１万８千円増の１，７１８万７千円の計上です。 

 その下の３節の後期高齢者医療保険基盤安定拠出金につきましても、同様に後で特別会

計で説明させていただきますけども、６万５千円増の１，５０２万２千円の計上となって

ございます。 

 その下のほうの４節の児童手当負担金につきましても、これは国庫負担金に連動します

もので６万８千円増の１，３１５万４千円を計上しております。 

 次に、３５ページ、下の大きい表のほうになりますけども、１４款、２項、１目の総務

費道補助金の森林環境保全整備事業補助金では、町有林で間伐面積が大幅に増えたという

ことから５８８万５千円増の１，２０４万４千円を計上しております。 

 次に、左側のページの２目の民生費道補助金の右側にいきまして２節、児童福祉費補助

金の下のほうにございます北海道安心子ども基金補助金、これにつきましては、昨年度に

国庫補助の次世代育成支援、補正予算のところで説明したと思いますけども、次世代育成

支援対策交付金から変更になったという部分で、今回２８９万２千円を計上しているもの

でございます。 

 次に、一番下の４目の農林水産業費道補助金の下から４行目になりますけども、経営所

得安定対策直接支払推進事業費補助金では、この制度の推進事務費になりますので、定額

補助の１８０万円を計上してございます。 

 同じく右側のほうの、その二つ下になりますけども、食料供給基盤強化特別対策事業補

助金につきましては、道営農地整備事業にかかるパワーアップの補助金で北西地区と高園

地区、川南地区の３地区に対する補助金として１，７２４万円を計上しているものでござ

います。 

 その下の北海道多面的機能支払事業補助金につきましては、昨年までは、直接実施主体
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に補助されておりましたけども、本年度からは町を経由して補助されるということがござ

いまして、国と道の負担金６，９９０万１千円を計上してございます。 

 次に、３８ページ、一番上のほうです。農業経営高度化促進事業促進費補助金では、国

の新規施策でございまして、道営農地整備事業のこれも北西、高園、川南地区の３地区の

パワーアップ分の町費負担分の５０％分が促進費として補助されるものでございまして、

３，４４９万円を計上してございます。 

 次に、その下の２節になります。林業費補助金の未来につなぐ森づくり推進事業補助金

では、民有林の人工造林に対する道の単独補助でございまして、標準経費１，２７３万８

千円の１６％で２０３万８千円を計上してございます。 

 次に、真ん中の表の１４款、３項、１目、総務費委託金、３節の統計調査費委託金では、

本年度は国勢調査の年にあたりますので、その事務費などで３６８万２千円を計上してい

るものでございます。 

 次に、一番下の表になります。１５款、１項、１目の財産貸付収入の町有住宅貸付料で

は、西幸町及び日出教職員住宅の空き状況が続いているということがございまして、２０

９万９千円減の４１４万６千円を計上しております。 

 次に、その下の２目の利子及び配当金の右側ですけども、財政調整基金の利子につきま

しては、備荒資金組合運用分の組合条例が変更になったということで、超過納付額の制度

変更予定に伴いまして２５０万８千円減の８１万１千円で計上しているものでございます。 

 次に、３９ページ、一番上の表の１５款、２項、１目の生産物売払収入の右側、町有林

林産物売払収入では、皆伐が６，３５４㎥及び間伐で５，２００㎥、これの売払いで５，

４６６万５千円を計上しているものでございます。 

 次に、３番目の表の１７款、１項の基金繰入金ですけども、これは各事業の財源調整と

しているもので、総額で５，２１２万８千円増の１億７，３６３万９千円の計上でござい

ます。 

 次に、４３ページ、真ん中の表で、１９款、５項、５目の雑入、これの右側の一番上の

学校給食材料費では、今年から訓子府高校の生徒の希望者への給食を提供することになっ

たことから、総額で２３９万１千円増の２，７５０万２千円を計上しております。 

 次に、一番下になりますけども、町債になります。これは１４ページの第３表のところ

でも説明をしたとおりあわせて２億５，０８０万円の計上となっているものでございます。 

 それでは、続きまして、４７ページ、ここからは、歳出の説明になりますので、先ほど

も説明しましたように、歳出におきましても特徴的なもののみ説明をさせていただきたい

というふうに思っております。 

 まず最初に、４７ページ、１款、１項、１目の議会費の右側にいきます、事業区分、議

員人件費では、議員報酬の独自削減の期限が４月末で失効するということから、それに関

連する手当及び共済費分で３２７万１千円増の４，６５５万８千円を計上してございます。 

 次に、その下の事業区分２の議会運営費では、費用弁償で新議員研修と正副議長の津野

町への表敬訪問などが予定されておりますので、４６万９千円増の１３３万７千円の計上

でございます。 

 その下の需用費の印刷製本費ですけれども、これは改選による議会の広報の発行回数の

増と実績によるページ数の増によりまして２４万９千円増の１２０万円を計上しているも
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のでございます。 

 次に、５１ページになります。ここからは、総務費になります。 

 ２款、総務費、１項、１目、一般管理費、事業区分の右側ですけども、職員管理研修の

委託料の給与システム改修業務とありますけども、年金制度の改正によりまして現在の手

当率という率の制度があるんですけども、率から厚生年金が採用している標準報酬制に移

行するということに伴いまして、システム改修で８６万４千円を計上しているものでござ

います。 

 次に、事業区分４、真ん中より下になりますけども、総務一般管理事業の賃金の期限付

専門職員につきましては、昨年度、定年退職による２名の職員の年金受給までの期間雇用

に関する賃金で５４１万２千円を計上しております。また、そのすぐ上の共済費の増につ

いても、この賃金に連動するというものでご理解いただきたいと思います。 

 次に、５４ページ、事業区分５．各課共通事務管理事業の委託料の町例規類集電子化等

業務では、新たに行政不服審査法改正に伴う３６１本の関連法律の改正がございますので、

町例規類集の全部のチェックと、その改正を委託するというもので９８万４千円増の３１

８万円を計上しております。 

 次に、その下の事業区分６．庁舎等維持管理事業の需用費、光熱水費では、ほとんどが

電気料の値上げによる影響でございまして、１２９万２千円増の１，１８５万９千円を計

上しております。 

 なお、電気料の値上げによる影響は、総務費に限らず各施設に及んでおりますので、各

科目で計上しております光熱水費の増額については、電気料が主な原因になっているとい

うことがございますので、ちなみに上下水道を除く電気料総体で、平成２６年度当初予算

と比較しますと、２６年度は５，８４７万円で本年度予算では６，９４６万４千円と全体

で１，１００万円ほど集計上は増加しております。そんなこともございまして、電気料の

分は今後これからの施設の説明でもちょっとはぶかさせていただきますけども、全体的に

は、そういう状況になっているということをご理解いただきたいと思います。 

 そして、同じ５４ページの一番下になりますけども、ＰＣＢ処理業務では、これは平成

２４年、２５年にコンデンサーと安定器処理を行ったところでございますけれども、昨年

民間で微量のＰＣＢの受け入れができることとなったために、本年度では変圧器３台を処

理するということで１５５万５千円を計上しております。 

 これによりまして、本町における残るＰＣＢにつきましては、漏れた液体を拭いた買い

物袋一つ程度ですけども、それのウエス処理が残っておりますけれども、これはまだ処理

するところが見つかっていないという状況ですので、まだしばらく見つかるまでは保管し

ていくというかたちになろうかと思います。 

 次に、５６ページ、事業区分では真ん中より下のほうになりますけども、９．情報管理

事業の、次のページにまたがるんですけども、次のページの一番上のほうになりますけど

も、ここの備品購入費、これは新規採用職員のパソコン６台と老朽化しているメディアコ

ンバーター５台で１７５万７千円を計上しております。 

 次に、その下の事業区分１０．各種基金積立金の財政調整基金では、歳入のところでも

説明しましたけれども、備荒資金組合の超過納付金の改正に伴いまして２５０万８千円減

の８１万１千円を計上しているものでございます。 
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 次に、その下の地域活性化基金積立金につきましては、これは、まちづくりパワーアッ

プ特別対策事業、町民税の１％というやつですけども、この計上を見送っておりますので

２１０万８千円減の９万９千円を計上しているものでございます。 

 次に、事業区分１１．社会保障・税番号制度整備事業では、本年度から総務省の分の一

部が運用されますけれども、それに関連する住民基本台帳や地方税といった関連システム

の改修を行うものでございまして、委託料で４１２万６千円、中間サーバーの共同・集約

化に要する負担金で４４１万７千円を計上しているものでございます。 

 次に、事業区分１２では、これは津野町との人事交流のことでございまして、ちょうど

２年間の派遣期間、本町の分ですけども、２年間の派遣期間が最終年になるということか

ら、入れ替えの分の職員２人分になりますけども、赴任旅費分を含めて６１万６千円増の

１４０万７千円を計上しております。 

 次に、一番下のほうの３目になりますけれども、財産管理費の事業区分でいけば、１．

町有施設維持管理事業では、昨年と比較すると末広と消防の職員住宅の解体というのがご

ざいまして、また、退職した営繕技能員の賃金と共済費、これにかかる共済費、それと原

材料費分が大きく減となっているという分です。取り壊しと営繕技能員が退職したという

ことで大きく減になっているという、このことによりまして、修繕部分で外注が主になり

ますので、需用費の修繕料で１２０万４千円増の２２０万円を計上しているものでござい

ます。 

 次のページ、５９ページになります。２段目の４目、公有林管理費の事業区分、右側の

１．町有林管理事業の委託料では、昨年度、昨日もお話しましたようにエスジェック森林

認証取得ですね、この経費がございましたけども、２月２７日に無事認証になったという

ことで、本年度は定期審査の費用分として３２万４千円を計上しているものでございます。 

 その下の機械借上料になりますけども、これは主に駒里の作業道の砂利敷及び支障木の

撤去費として１３９万４千円、それらの砂利代として原材料費で１３６万１千円の計上で

ございます。 

 次に、事業区分２、下のほうになりますけども、町有林整備事業（補助）と書いてある

やつですけども、委託料では、昨年に比べ間伐面積が大きく増えたことから３，０２９万

１千円増の４，７０７万２千円を計上しております。 

 なお、今年の事業量としましては、地拵
じごしら

えで２７ｈａ、下刈りで２５ｈａ、間伐で４４

ｈａ、野
や

鼠
そ

駆除で３７ｈａという事業の予定でございます。 

 次に、その下の事業区分３．町有林整備事業（単独）というところでございますけども、

昨年は皆伐が立木売り、立ったまま売ったところでございますけども、本年度は通常の皆

伐に戻るということでございまして、３，１２５万４千円増の３，２２２万６千円を計上

しております。事業としましては、皆伐で１６ｈａ、野
や

鼠
そ

駆除で３０８ｈａ、風倒木処理

と間伐選木調査４４ｈａ、こういう事業の内容になってございます。 

 次に、６１ページ、２段目になりますけども、６目の住民活動費の右側、事業区分２．

住民活動促進事業の下から２行目になりますけども、一番下のほうになりますけども、町

内会連絡協議会活動費補助金では、電気料金の値上げに伴う街灯の電気料等の補助率を７

４％から８０％に上げたということ、それと会長研修補助金の貸し切りバス料金分を増額

した。貸し切りバスの料金が上がったということで、あわせまして８６万円増の５８２万
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９千円を計上しております。 

 次に、６４ページになりますけども、一番上の事業区分３．地域集会所等維持管理事業

では、需用費の修繕料で、昨年は日ノ出ふれあいセンターの梁
はり

のボルト締めなどがあった

ことから４５万１千円減の８万円の計上となっています。また、昨年のカーペットの取り

換えの分、３１万３千円が備品で減っているという分で減額となった理由でございます。 

 次に、一番下、７目の住民安全対策費で事業区分１．交通安全対策事業では、次のペー

ジになりますけども、上から１４行目ぐらいの委託料のところになります。昨年は相内線

に東幸町側といいますか高園からの下り口のところに、ゼブララインを新設した分５６万

６千円が減というふうになってございます。 

 次に、下の段の８目、企画費の事業区分１．地方交通対策事業の委託料、ここの高齢者

ハイヤー利用サービス業務では、昨年の実績や大型店舗開店などを考慮しまして、増加率

の大きかった２５年度と同様の増加率１８％で２３８万１千円を計上しているものでござ

います。 

 その下のバス通学定期運賃補助金では、該当者６人減を見込みまして、６６万円減の１，

１１０万２千円を計上しております。 

 次のページ、６８ページの上のほうになりますけども、事業区分３．企画一般事業の負

担金、補助及び交付金、これは今年度に、秋か冬口になると思うんですけれども、完成見

込みの北海道横断道訓子府ＩＣ開通記念事業実行委員会助成金として４０万円を計上して

いるものでございます。 

 その下の女満別空港整備・利用促進協議会負担金では、これは本年度新しく出たもので、

本年度より空港利用促進のための事業強化に伴い構成市町村の負担金として、本町分の５

万円を負担するというものでございます。 

 次に、その下のほうの事業区分４．まちづくり推進事業の委託料、公共施設等総合管理

計画策定支援業務では、総務省から公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため

に、速やかに「公共施設等総合管理計画」の策定に取り組みなさいと要請がございました

ので、早急に公共施設等の今後の整備計画も含めた全体状況を把握しようということで、

長期的な視点で更新・統廃合・長寿命化の計画を立てるということで、また、これによる

財政負担の軽減や平準化を図るという目的もありまして、計画策定業務費として３５６万

４千円を計上させていただいたものでございます。 

 次に、その下の事業区分５．総合計画策定事業では、平成２８年度に策定を予定する第

６次になりますけども、総合計画の策定に向けた今年が準備年ということになりますので、

頭出しを行う意味も含めて３６万３千円を計上させていただいたものでございます。 

 次に、一番下のほうになりますけども、９目の地籍管理費の事業区分１．地籍管理事業

では、次のページになりますけども、上のほうの地籍管理システムデータ更新業務では、

昨年導入した水土里
み ど り

情報システムの航空写真データと地籍データをリンクさせるというこ

とがございまして、そのデータの移動及び修正、それと地籍情報管理の利便性を図るため

委託料として５４万３千円を計上してございます。 

 その下の訓子府町地図更新業務では、現在、紙ベースで５万分の１とか５千分の１とか

という地図、昔見たことあるかと思いますけども、これをデジタル化していくということ

で、その委託料として９６万４千円を計上するというものでございます。 
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 その下の備品購入費では、現在使用しています印刷プロッター、大きい図面を焼く印刷

機ですけども、そのメーカーサポートが終了したことから更新するというもので４７万７

千円を計上してございます。 

 次に、７１ページの上の表になります。２款、２項、２目の賦課徴収費の右側、事業区

分１．賦課徴収事業の委託料では、全道で共同運営しておりますエルタックス審査サーバ

ーの更新経費を５年間で負担することとなったために４１万９千円増の７４万４千円を計

上しております。 

 その下の２款、３項、１目の戸籍住民登録費、事業区分１．戸籍住民登録事業の委託料

の一番下になりますけども、住民基本台帳ネットワークシステム改修業務、これでは社会

保障・税番号制度に対するシステムの改修を行うもので３２万４千円を計上しております。 

 次に、７３ページ、２款、４項、２目の知事・道議会議員選挙費の事業区分、右側の１

ですけども、知事・道議会議員選挙の執行に伴いまして、４月１２日執行予定の同選挙が

年度をまたいで事務が行われていることも含めて、本年度分の執行経費として３５８万１

千円を計上してございます。 

 次に、その下のほうの３目の町長・町議会議員選挙費の事業区分１の町長・町議会議員

選挙執行費については、これは４月２６日に執行される同選挙の所要経費５６１万円を計

上しているものでございます。 

 次に、７５ページになります。下の表になります。２款、５項、１目の統計調査総務費、

これの右側の事業区分１．各種統計調査事業では、昨年度には経済センサスと農林業セン

サスがありましたけれども、本年度はその分で１３７万３千円減の１２万２千円を計上し

ているものでございます。 

 その下の事業区分の２．国勢調査事業では、先ほども説明しましたが、本年度は国の指

定統計でございます国勢調査の実施年度にあたるということから、その所要経費として３

５６万円を計上しているものでございます。 

 次に、７９ページ、ここからは、３款の民生費になります。 

○議長（橋本憲治君） 午前１０時４０分まで休憩をしたいと思います。 

 

休憩 午前１０時２７分 

再開 午前１０時４０分 

 

○議長（橋本憲治君） 休憩前に戻り、会議を再開したいと思います。 

 引き続き、予算書、民生費の７９ページから再開をしたいと思います。 

 副町長。 

○副町長（佐藤明美君） それでは、第２幕目の７９ページの民生費からになりますので、

それでは、３款、１項、１目の社会福祉総務費、右側の事業区分１．重度心身障害者医療

費助成事業の扶助費になります。ここの医療費助成では、昨年度実績見込みを勘案しまし

て２７３万４千円増の１，４７７万円を計上しております。 

 次に、事業区分２．国民健康保険特別会計繰出金につきましては、これも先ほど言いま

したように詳細につきましては、特別会計の中で説明いたしますけれども、９３８万円減

の１億４，４５２万４千円を計上しております。 
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 次に、事業区分５の社会福祉協議会活動費補助金では、主なものとしましては、人件費

で７１万２千円の増、それから財務会計システムリース料で２０万円、老朽化しているヘ

ルパー車の更新で１１８万５千円などをあわせまして１，７７９万１千円を計上してござ

います。 

 次のページ、８２ページの上のほうになりますけども、事業区分８．障害者等福祉事業、

ここの委託料の配食サービス事業では、障がい者として継続利用してきた人の高齢化、昨

日の補正予算の中でも説明ありましたけども高齢化、それでこれが高齢者サービス区分に

変わったというものがございまして、ここでは６件から３件に減少したことにより１３万

１千円減の６８万７千円の計上でございます。これは障がい者の分でございます。 

 その下の北見市子ども総合支援センターきらり通園療育指導訓練では、週３回の通園児

の通園月数が変わったことによりまして、３５万１千円減の１５７万円を計上してござい

ます。 

 次に、事業区分１０．自立支援サービス事業の次のページにまたがりますけども、扶助

費、上から５行目ぐらいの扶助費での増額の、この主な理由につきましては、まず訓練等

給付費では、共同生活支援分が１４名から１７名に増えたということで３２５万２千円の

増が主なものでございまして、全部で５，５４０万４千円の計上というふうになってござ

います。 

 その下の自立支援医療給付費では、人工透析の患者が９名から１２名に増えたというこ

とによりまして４７万６千円増の２８７万９千円の計上でございます。 

 その下の特定障害者特別給付費では、グループホームに入居する低所得者への家賃補助

でございまして、１４名から１７名に増えたということで３２万４千円増の５４６万円の

計上です。 

 その下の高額障害福祉サービス費では、これは対象者が３名から４名に増えたというこ

とで３２万４千円増の１０３万２千円の計上でございます。 

 その３行下になりますけども、相談支援給付費では、計画相談支援件数が１８件から３

４件に増えたということで３４万６千円増の６８万８千円を計上してございます。 

 その下の障害児通所給付費では、児童発達支援利用が１０名から８名に減ったというこ

とで３８万４千円減の１９６万８千円の計上でございます。 

 次に、事業区分、その下の１１になります。地域生活支援事業の委託料、日中一時支援

事業では、これは登録者数が９名から５名に減っておりますので、２６万６千円減の１６

万５千円を計上しております。 

 次に、一番下のほうになりますけども、２目、老人福祉費になります。次のページにま

たがりますけども、上から７行目ぐらいですけども、事業区分３．居宅介護支援事業の訪

問介護支援事業費補助金では、社協で行っております訪問介護事業の収入が利用件数及び

利用回数が減ったことによりまして、その収支不足６０万３千円増の７９０万円を計上し

てございます。 

 その下の居宅介護支援事業費補助金では、この事業も同じく社協で実施しているもので

ございまして、特養の増床によりまして、利用者減及びケアプラン作成業務収入の減、さ

らには、介護保険法改正に伴うソフトウエアの購入などを主なものとしまして、その収支

不足の８４万６千円増の８６６万９千円を計上しております。 
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 次に、事業区分５．高齢者在宅サービス事業の、これは需用費のところでございます。

上のほうの需用費の修繕料では、災害弱者緊急通報装置に付随する火災・煙・ガスセンサ

ーの部分の有効期限に達する分の交換費用でございまして、５０万２千円増の７０万２千

円を計上しております。 

 その下の委託料のところのショートステイ事業では、実績見込みから静寿園で月平均２

１日、置戸の緑清園で年に１２回、それで３７万５千円増の２８７万９千円を計上してお

ります。 

 その下のほうの移送サービス事業、これは訓子府ハイヤーに委託しているものでござい

まして、実績見込みから町外で月３２名、２ｋｍ以上の方で月３名、２ｋｍ以内で月８名、

トータルしまして金額的に２９万７千円増の３５３万７千円を計上しております。 

 その下の除雪・排雪サービス事業では、現在町内会の登録者数が４５名おります。実践

会で１０名。年間出動回数１３回を見込みまして１４６万１千円を計上してございます。 

 その下の配食サービス事業につきましては、先ほどの障がい者のところでも説明しまし

たけど、３名の方が高齢者のサービスのほうに移行してきたこともございまして１２万７

千円増の２８８万８千円の計上でございます。 

 次に、その下の事業区分６．介護保険特別会計繰出金、８，１５１万３千円につきまし

ては、詳細については、特別会計のほうで説明させていただきますけれども、保険給付費

の増により５１２万４千円の増となってございます。 

 次に、８８ページ、上の段のほうになりますけども、事業区分でいくと９．後期高齢者

医療費、ここでは北海道後期高齢者医療広域連合に負担するものでございまして、加入者

数の増と合わせて一人当たりの医療給付費が増えているということがございまして、１，

０１２万８千円増の７，６２１万２千円を計上しております。 

 その下の事業区分１０．後期高齢者医療特別会計繰出金、２，４５７万５千円につきま

しても特別会計のほうで詳細を説明したいと思います。 

 次に、真ん中辺になりますけども、３目の温泉保養センター費、事業区分の１．温泉保

養センター管理運営事業では、昨日２６年度補正予算のところでも説明しましたように、

昨年は修繕料でオートストップバルブ付きシャワーヘッド交換と更衣室の排煙オペレータ

ーの修理をやったということがございまして、その分が大きく減額となっているものでご

ざいます。 

 なお、需用費の光熱水費では、電気料は値上げになりますけども、今説明したシャワー

ヘッドを交換したことと、水風呂の管理方法を変えたということから、水道料で大幅に減

額になっておりますので、結果的には、電気料と相殺して７４万８千円減の６３６万４千

円を計上してございます。 

 次に、８９ページの下のほうの表になりますけども、３款、２項、１目の児童福祉総務

費の事業区分１．乳幼児等医療費助成事業の扶助費、医療費助成のところですけども、未

就学児及び小学生までの実績見込みによりまして１０９万２千円減の１，１８３万２千円

を計上してございます。 

 次に、下のほうになりますけども、３目の児童福祉施設費の事業区分で１．常設保育所

運営事業、賃金になりますけども、臨時職員の一部が職員採用になったということや、運

営体制整備を行ったことから６１７万７千円減の２，７３９万１千円を計上しております。 
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 なお、その上の共済費については、これは賃金に付随するものとご理解いただきたいと

思います。 

 次に、ちょっとページ飛んで９３ページになります。上のほうになりますけども、４目

の児童措置費の事業区分１．児童手当支給事業の委託料、児童手当システム更新業務では、

現在のシステムのメーカーサポートが終了するということがございまして、新たにシステ

ム更新するもので３２４万円を計上しております。 

 その下の備品購入費では、そのハード部分でございまして、今度は機械の部分、先ほど

はソフトの部分ですけども、ハード部分で１８３万６千円を計上しております。 

 その下の扶助費の児童手当費では、６段階区分により８，３８８万円を計上してござい

ます。 

 次に、５目の児童センター費の事業区分１．児童センター運営事業では、児童クラブ児

童の帰宅時間が遅くなってきているという傾向にございますので、安全を確保するために

１８時までの指導員を２名体制で行うこととしまして、また、発達障がい児の来館にも対

応するために、平日の指導員を１名増員するということを考えておりますので、児童セン

ターの体制の整備を行ったということで、指導員賃金で２９万４千円の増、８５７万６千

円を計上しております。なお、共済費については、これに付随するというものでございま

す。 

 次に、事業区分２．児童センター維持管理事業では、これは新しい施設であることから

１年間の燃料費等の実績を今回、昨年度みておりましたけども、それらを勘案して５９万

４千円減の１８０万１千円を計上してございます。 

 次、飛びまして９９ページ、ここからは、４款の衛生費になります。 

 ４款、１項、１目の保健衛生総務費、事業区分、真ん中よりちょっと下のほうになりま

すけども、６．妊婦健康診査事業では、妊婦健康診査の一般検査対象者が４４人から３５

人に減ったということで７１万３千円減の２９７万６千円を計上しております。 

 次のページになりますけど、真ん中あたりになりますけども、事業区分の９．水道事業

助成事業では、主に水道事業会計出資金の増額によるものが主になりますので、３，５３

９万６千円の詳細については、後ほど水道事業会計のほうで説明したいというふうに思っ

ております。 

 次に、下のほうの２目、予防費になります。次のページの、ちょっとまたがりますけど

も、上のほうになります。事業区分２．予防接種事業、ここの委託料の欄、ちょっと下に

なりますけども、水痘予防接種、成人用肺炎球菌予防接種では、平成２６年１０月から予

防接種法が変わったということで、これが定期予防接種になったこともございまして、水

痘では、対象者１７７人、８６万１千円、肺炎球菌で、対象者４２１人ですけども、８０％

の見込みで１９０万４千円の計上をしているところでございます。 

 次のページになります。これの上のほうですけども、１０６ページの上のほうです。事

業区分４．健康相談・健康教育事業の下のほうの委託料になりますけども、健康講演会委

託料では、今年は北見地方精神保健協会研修会と合同で開催するということがございます

ので４３万２千円を計上してございます。 

 次に、下のほうになります。３目の環境衛生費の事業区分１．葬斎場維持管理事業の需

用費の修繕料ですけども、そろそろ葬斎場につきましては、供用開始後１７年以上を経過
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したということから、火葬中の突発的な故障を防止するために順次昨年から整備しており

ますけれども、本年度は１号炉の燃焼室の耐火物全面張り替え、それと火葬炉計装等の交

換などで１，０１５万７千円を計上してございます。 

 次のページになりますけども、上のほうの委託料の３行目になりますけども、維持管理

業務では、平成２６年度補正予算の中にもございましたけども、葬斎場の管理については

長期継続契約をしているということがございまして、昨年ちょうど切り替えの年になって

おりますので、見積り合わせの結果、昨年度実績が下がっておりますけれども、今年がそ

の分になりますので、昨年と比較すると３８万４千円減の３４２万８千円の計上というふ

うになってございます。 

 次に、１０９ページ、下の表になりますけども、４款、２項、１目の塵芥処理費の事業

区分１．塵芥処理事業の需用費の消耗品費でございます。主にごみ袋の在庫調整として生

ごみ用が８万１千枚、燃やすごみが１７万６千枚、これらの購入で１２７万６千円増えて

おりまして、３１７万２千円の計上でございます。 

 その下の委託料の資源ごみ処理業務につきましては、これは留辺蘂のリサイクルセンタ

ーの分別収集で、実績に基づき３町で負担割合を決めるものでございまして４８０万４千

円、それと廃プラスチック分では、実績から３２ｔで見込みまして２６５万３千円、合計

で７４５万８千円を計上しているものでございます。その下の生ごみ処理では実績から見

込みまして２０８ｔを見込んでおりまして、３３７万円を計上してございます。 

 次に、一番下、２目のし尿処理費になりますけども、事業区分２．し尿処理施設整備事

業の、これは次のページになりますけども、これは旧端野処理場解体事業費負担金でござ

いまして、北見地区衛生施設組合の解散時に取り交わしております協定書に基づきまして、

旧端野町のし尿処理場の取壊事業費、約３億２，４００万円を予定しておりますけども、

３億２，４００万円のうち、うちの分が１３．７％分、４，４３８万８千円を計上してお

ります。 

 次に、労働費は飛ばしまして、１１５ページの農林水産業費、ここからは農林水産業費

になります。 

 一番上のほうにある６款、１項、１目の農業委員会費の事業区分１．農業委員会運営費

の報酬では、昨年度は、農業委員会の改選期でしたので重複する部分を増額していました

けども、本年は通常分に戻ったということで、定数１名減の１３名分で６３万７千円減の

５２６万８千円を計上しております。 

 この右側のほうのページの一番下になりますけども、事業区分６．農地中間管理事業で

は、昨年度は年度途中で補正をしておりますけども、農地の貸し借りの仲介及び管理は、

財団法人北海道農業公社が担いまして、相談窓口・対象者の掘り起し等の調整は、市町村

が行うことになりますので、その事務費として３４万６千円を計上しているものでござい

ます。 

 １１７ページの３段目といいますか、３目の農業振興費の事業区分の２．農業振興事業

の負担金、補助及び交付金のところですけども、鹿電気牧柵設置事業補助金４００万円に

つきましては、これは何回か出てきておりますけども、２６年度で終了しているというこ

とがございます。また、これに政策的予算を見送った補助金が他に入っておりますので、

この分が大きく減額になっているという部分でございます。 
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 その下のほうの補償、補填及び賠償金では、これは債務負担行為の借入等の実績に基づ

くもので、１４６万１千円減の４３０万円を計上しております。 

 次に、事業区分３．農業後継者育成事業では、本年度は後継者の海外派遣研修の計画が

ないということで減額となってございます。 

 一番下、事業区分４．農業振興対策一般事業の負担金、補助及び交付金でありますけど

も、これは次のページになります。上のほうの３行目、北見地区農業振興連絡協議会負担

金ですけども、これは生産効率の向上を目指して、国の補助を受けて１市２町にＧＰＳの

基地局をつくるという計画でございまして、全７カ所、北見、置戸、訓子府の全７カ所、

本町分では１カ所になりますけども、これを設置するもので、事業費全部で２，１００万

円の内本町負担分が７５万円、この分が増えておりまして１６１万８千円を計上している

ものでございます。 

 次に、その下の事業区分５．経営所得安定対策直接支払推進事業、これの委託料ですけ

ども、これは全額道費による畑作物の所得補償交付金事務になりますので、その委託とし

て本年度は１２０万円を計上しております。事務費です。 

 次に、真ん中の辺になりますけども、４目の畜産業費になります。事業区分１．家畜衛

生管理事業及びその下の畜産振興事業では、それぞれ負担金、補助及び交付金で、政策補

助金で見送っているものがございまして、額としては減額となっているという見方でござ

います。 

 次に、一番下の５目の農業基盤整備事業費の事業区分、右側の１．農業基盤整備事業の

負担金、補助及び交付金の２行目になります。道営訓子府北西地区農地整備事業負担金で

は、今回３１名の面工事と用水路、これの工事で事業費２億７千万円を予定しております。

それから、土地改良区負担を除く負担率２０％ということで４，８２８万円を計上してお

ります。 

 その下の道営柏丘北地区農地整備事業（一般農道）負担金では、南７線の改良工事３０

０ｍ、補償などで事業費４，２７０万円、地元負担率２２．５％で９６０万８千円を計上

しているものでございます。 

 次のページの一番上になります。これは道営訓子府高園地区農地整備事業負担金で、こ

れは１０名の方の面工事、事業費で２億円、地元負担率２０％で４千万円を計上している

ものでございます。 

 その下の道営訓子府西３１号線地区農地整備事業負担金は、町道の西富から北栄にあり

ます西３１号の法面工で１５１ｍ予定しておりますけども、事業費３，３００万円、地元

負担率２２．５％で７４２万５千円を計上しております。 

 その下の道営訓子府川南地区農地整備事業負担金は、５９名の調査設計、それと１０名

の面工事、あと線事業は、永井の沢排水路の調査設計、これは３９４ｍですけれども、こ

れら事業費あわせて１億１，１００万円、地元負担率２０％で２，２２０万円の計上でご

ざいます。 

 その下の農業経営高度化促進事業促進費負担金では、道営事業の用水路整備促進費とし

て土地改良区に交付するもので、事業費２，８６０万円の内、国費の促進費分と、道と町

のパワーアップ分２１４万５千円の計上でございます。 

 その下の道営置戸地区農地整備事業負担金では、これは事業費２，２４０万円でござい
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まして、本町の参加者が３名おりますので、その負担率が３．１２５％で７０万円を計上

してございます。 

 次に、事業区分３．下水道事業特別会計繰出金、これについても別途、下水道の特別会

計のほうで説明させていただきたいと思います。 

 次に、事業区分４．集落営農活動支援事業の負担金、補助及び交付金で、多面的機能支

払交付金事業補助金で、昨年度までは事業費が直接、事業者といいますか、活動組織に入

っておりましたけども、本年度からは、かたちの上では町を経由するということになりま

すので、今回新たに出てきたもので、その計画事業費が９，１８６万９千円、その分を計

上してございます。 

 次に、１２３ページ、２段目になりますけれども、７目の牧場費、右側の事業区分２．

牧場管理運営事業の需用費の車両消耗品費では、タイヤショベルのタイヤ等の購入で６５

万７千円増えておりまして、１０８万７千円を計上しております。 

 次のページになりますけれども、次のページの上のほうの、下のほうといいますか、備

品購入費、今年は雑草対策の効率を上げるために、スプレーヤーとローリータンクを購入

するということで３２４万３千円を計上しております。 

 次に、１２７ページ、２段目になりますけども、６款、２項、２目の林業振興費、事業

区分、右側で真ん中より下のほうになりますけども、２．民有林振興事業の負担金、補助

及び交付金の民有林振興事業費補助金、これは民有林の造林、除間伐の公費補助残に対す

る町の単独補助でございまして、造林１８．３ｈａ、除間伐４０ｈａ、この経費として３

６３万２千円を計上しております。 

 次のページ、１２９ページ、ここからは商工費になります。 

 ２段目、７款、１項、２目の商工業振興費の事業区分１．産業観光振興対策事業の負担

金、補助及び交付金、そこの産業観光振興協議会活動費負担金では、２年目となるフォト

コンテスト分の５００万円を含めて１，５００万円を計上しているものでございます。フ

ォトコンテスト分の５００万円が通常分にのっているというふうに理解していただきたい

と思います。 

 次に、事業区分２．商工業振興対策一般事業の、これも負担金、補助及び交付金のとこ

ろですけども、これは政策的な予算で計上を見送ったところがございますので、補助金と

しては減額になってございます。 

 次に、１３１ページ、ここからは土木費になります。 

 ８款、２項、１目の車両運行管理費の事業区分、一番下のほうになります。３．除雪車

両運行管理事業の、これは次のページになってきますけれども、上のほうの２行目、車両

修繕料のところでは、今年は車検台数が６台に増えているということがございまして、額

的には２０３万８千円増の５６８万円を計上しております。 

 次に、３項の下の表の一番下になります。２目の道路維持費の事業区分１．町道維持管

理事業の、次のページになるんですけども、上のほうの需用費のところの修繕料、ここで

は市街地や南１１線、西１７号、西３３号の町道の計画的な舗装補修と区画線を行うとい

うことで前年同額を、町道側溝では、経年劣化している西３０号１２５ｍ、豊坂線８５ｍ、

福野西２３号で１５０ｍ、これの側溝改修を行う。これらあわせて総額で１，４５０万円

を計上してございます。 



 - 20 - 

 その下の委託料のところです。道路側溝清掃業務では、本年度は市街地の西地区及び実

践会地区の管渠
かんきょ

の清掃で、集水桝７８０個、横断管と縦断管の４５０ｍ、これら全部で４

２２万９千円を計上しております。 

 その下の使用料及び賃借料ですけども、この機械借上料のところでは、最近、大雨など

の災害で予測できないという状況が多々ありますけども、災害対応分は今年は補正対応を

するということにして、通常である道路の一般修繕等のみを前年の実績に基づいて計上し

ておりますので４６２万４千円ということになってございます。 

 その下の原材料費では、道路や側溝の修繕に伴うもので１３５万８千円増の７９１万４

千円を計上しております。 

 次に、下のほうになりますけども、事業区分３．町道舗装修繕事業の委託料、これは町

道路面性状調査業務でございまして、今年は駒里弥生線、訓子府川沿いの道路になります

けども、駒里弥生線６，２００ｍ、これの調査費として４００万円を計上してございます。 

 その下の工事請負費の南１２線舗装修繕工事では、今年は１，７５５ｍ、一応本年度で

終了予定で考えておりますけども９，１００万円を計上してございます。１２線なので穂

波のほうになります。穂波の駅のところまでの話です。 

 次に、１３７ページの上の表、４目の橋梁維持費、事業区分１．橋梁維持管理事業の委

託料ですけども、日出１６号線のところの線路の蛍橋、それと１９号の福野橋、これは訓

子府川のほうにかかる１９号の橋ですけども、福野橋の修繕計画の詳細設計を行うという

もので１，２００万円を計上しております。 

 その下の工事請負費のところでは、今いいました蛍橋の修繕工事として６００万円を計

上しております。 

 次に、下の表の８款、４項、１目の河川総務費の事業区分、右側の２．河川改修整備事

業の工事請負費、河川改修整備工事では、東幸町の酒谷川の断面が狭いということがあり

まして、ちょうど訓子府貨物のところですけども、４０ｍの積ブロック布設替えをすると

いうことで１，５００万円、それと紅葉川の護岸ブロック及び背面排水路整備で１０２ｍ

で３００万円、合計で１，８００万円を計上しております。 

 次に、１３９ページ、８款、５項、１目の公園費です。事業区分で上のほうにあります

１．レクリエーション公園維持管理事業になります。昨年は需用費の修繕料でトイレの自

動ドアとか、バーベキューハウスの修繕をしましたけれども、その修繕が終わりましたの

で８５万３千円減の６０万円を計上しております。 

 次に、１４１ページ、今度は下の表になります。８款、６項、１目の住宅管理費の事業

区分１．町営住宅維持管理事業の需用費の修繕料ですけども、営繕技能員の退職に伴い外

注となった部分で、本年度は退去時修繕５戸、ストーブ分解整備１７戸、電気温水器部品

取り替え及びボイラー修繕１０件などで６１９万９千円を計上。 

 その下の委託料の町営住宅敷地内草刈業務ですけども、これは４つの団地及び単身者住

宅の年４回を予定しております草刈りで１９２万５千円を計上しております。 

 その下の工事請負費、町営住宅周辺整備工事では、昨年は日出団地の通路舗装と幸栄団

地物置建替整備を実施しましたが、本年度も西幸町の幸栄団地の４棟１６戸の物置の建て

替え分として４６０万円を計上しております。 

 次に、１４３ページ、２段目になりますけども、８款、６項、２目の住宅建設費の事業
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区分、右側の１．公営住宅建設事業の委託料、末広団地公営住宅改修工事調査設計業務で

は、公営住宅の改修工事にあたりまして、耐力度調査・設計等を行い躯体
く た い

の安全性を確認

するということで４８０万円を計上しております。 

 その下の工事請負費の末広団地公営住宅改修工事では、１棟４戸の内、３戸の内部改修

を行うもので１，５００万円を計上しております。 

 その下の末広団地公営住宅解体工事では、１棟４戸分４８０万円を計上しております。 

 その下の末広団地公営住宅建設工事では、木造平屋建て１棟３戸で５，８５０万円を計

上しております。 

 次のページ、１４５ページ、ここは消防費になります。 

 ９款、１項、１目の消防組合費の事業区分１．北見地区消防組合負担金、１億６，４５

５万５千円、これの内訳については１９３ページから消防費の内訳になります。 

 ここの科目もちょっと違いますけども、３款、１項、３目の訓子府消防支署費では、町

職員の人事院勧告に基づく給与改定、期末勤勉手当及び独自削減廃止などと同様に増えて

おりまして、職員１４人分で３４１万４千円増の１億５８６万円を計上しているものでご

ざいます。 

 次に、１９６ページ、事業区分でいきますと上から二つ目の６．消防業務費の需用費の

消耗品費では、消防防火衣を計画的に更新するということで、本年度は７着分で１４４万

２千円を計上しております。 

 その下の備品購入費については、ＬＥＤの自発光矢印表示板２個で７万６千円を計上し

ているものでございます。 

 次に、次のページの１９７ページの３款、２項、３目、訓子府消防団費です。事業区分

１．消防行政一般経費の負担金、補助及び交付金のところの負担金になりますけども、訓

子府町消防１００年記念誌発刊１９０万８千円、それと連合消防演習、今年あたっており

ますので、それで９７万４千円、これらなどをあわせまして２９２万６千円を計上してお

ります。 

 次に、一番下になります。事業区分８．消防後援会負担金、次のページにまたがるんで

すけど、負担金、本年度は先ほど言いました連合演習の開催の年で、変わりに単独の演習

がないということから１０万円減の１０万円の計上ということになってございます。 

 １９９ページ、真ん中の表になります。３款、３項、３目の訓子府消防施設費の事業区

分でいきますと２．消防施設維持管理経費では、昨年度は北海道横断自動車道の北見ＩＣ

から訓子府ＩＣの延長に伴う指令システム、図面というか、何て言うんでしょうね、ナビ

のですね、それの書き換えがございましたけども、それが終わったということで今年は１

１４万９千円の減となっております。 

 上から３段目の表になりますけども、４款の公債費、１項、１目の元金、事業区分でい

きますと１．消防組合債償還元金では、消防救急デジタル無線の借り入れにつきましては、

平成２４年と２５年の２カ年にかけて借り入れしておりますけども、それの据置期間が終

わったということで、２４年分の元金償還が本年度から始まったということもありまして、

この期間は３４年度までですけども１，２３３万９千円の計上となっております。 

 その下の２目の利子では、事業区分１．消防組合債償還利子ですけども、これは平成２

５年度に借り入れを起こした起債の利率が当初予算の３％から借入時には０．４％になっ
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たということがありまして、昨年に比べて減っているものでございまして、平成２４年度

分と２５年度分の利子をあわせて５９万３千円を計上しております。 

 次に、１４５ページにまた戻っていただきたいと思いますけども、９款、１項、３目の

災害対策費、事業区分１．防災対策事業の需用費のところの消耗品費ですけども、災害備

蓄用の消耗品でアルファ米や被災者用防寒着、避難所用テント及びエアーマットなどで９

０万９千円、その他防災訓練用消耗品などをあわせて１０３万６千円を計上しております。 

 その下の備品購入費では、災害用発電機３台分、４２万６千円を計上しております。 

 次に、一番下、事業区分２．防災倉庫整備事業の委託料でございますけども、今年は防

災倉庫の実施設計業務で１棟、面積４２０㎡の設計業務で３９８万６千円を計上しており

ます。 

 １４７ページ、ここからは、教育費になります。 

 まず、２段目になりますけども、１０款、１項、２目の事務局費の事業区分１．語学指

導助手配置事業の報酬では、今年３年目となりますので、月額報酬が若干上がりまして３

２万５千円になったということで１４万３千円増の３９４万円を計上しております。 

 次のページ、真ん中あたりになりますけども、事業区分の４というところです。学校教

育等一般事業の負担金、補助及び交付金では、北海道訓子府高等学校教育振興会議交付金

では、通学支援対策分を実績に基づきまして減額したということで、それにプラス新たに

広報活動支援対策費を増額し、差し引きで５５万７千円減の８７２万１千円を計上してお

ります。 

 次のページ、１５１ページの上の表になりますけれども、１０款、１項、３目のスクー

ルバス運行費の事業区分１．スクールバス運行事業の需用費の車両消耗品費でございまし

て、これは３台のバスの夏タイヤ６本、それと冬タイヤ１８本が大きく更新しますので、

その分の１０５万９千円増の２４０万８千円を計上しております。 

 その下の車両修繕料では、主に、１８１号車ってあるんですけども、燃料噴射ポンプや

トラニオンブッシュというんですかね、修繕のために１０４万円増の３３４万円を計上し

てございます。 

 次に、下の表の１０款、２項、小学校費ですけども、１目、学校管理費の事業区分１．

臨時講師配置事業、これは昨年に引き続き本年度も訓小に臨時講師２名、支援員１名、居

武士小学校に臨時講師兼支援員１名を配置するというもので、予算で９７５万６千円を計

上してございます。 

 その一番下のほうになりますけども、事業区分２．学校保健・安全対策事業の部分で、

需用費の修繕料のところで、昨年は修繕料でフッ化物洗口洗浄用シンクを設置しておりま

すので、その分の２５万円が減っているという状況になります。 

 次のページになりますけども、１５４ページの上のほうの事業区分３．学校維持管理事

業の需用費の修繕料になりますけども、まず訓小では、第１・第２音楽室のカーペット床

張り替え、それと体育館床の金具交換、バレーの支柱を立てる金具ですけども交換、居武

士小では電気暖房用の高圧の、何て言うのか、電気を切る装置といいますか、遮断装置交

換、それから体育館暗幕交換、職員トイレ改修などで２１８万２千円増の４１３万２千円

を計上しております。 

 その下の使用料及び賃借料の重機借上料では、主に訓小と居武士小の樹木の剪定のため
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の高所作業車、それとクレーン車借り上げで４６万３千円、それとグラウンドの転圧で１

１万５千円の合計５７万８千円を計上しております。 

 次に、１５５ページ、２目の教育振興費の事業区分１．教育振興事業の需用費の消耗品

費、ここでは主に、本年度、教科書の改訂によりまして、小学校のですね、教科書の改訂

により、教師用の教科書及び指導書、これの２８１万２千円分が増額しておりまして、４

８８万２千円を計上しております。 

 その下の備品購入費です。これはスクールバンド用の楽器、コルネットとか、トロンボ

ーンとかですね、これらの分で６４万７千円、それと教科用教材では、共通教材でカメラ

１台、それと他各教科用教材で４８万４千円、特別教科用教材では、保健用・体育用・特

別支援学級用教材で４３万３千円を計上しております。 

 その下の負担金、補助及び交付金の教育振興事業交付金の子ども劇場開催事業では、こ

れは中学校と小学校で、交代で音楽と演劇というんですか、それを交代でやっております

ので、本年度は小学校は観劇になりますので、４０万円を計上してございます。 

 次に、事業区分３、下のほうになりますけども、就学援助・奨励事業の扶助費になりま

す。特別支援教育就学奨励費では、学用品などの国の予算の単価の２分の１、給食費は実

費になりますけども、それを助成するもので６名の見込みで２２万８千円、その下の要保

護・準要保護児童就学援助費では、４１名を見込んでおります。これで３４５万５千円を

計上しております。 

 その下の特別支援学校交通費助成では、対象者２世帯の２名、１２回分で５６万９千円

の計上をしております。 

 次に、１５７ページ、１０款、３項、ここからは中学校費になりますけども、１目の学

校管理費の事業区分１．臨時講師配置事業ですけども、臨時講師１名、特別支援員１名を

増員し２名配置の分で７２３万１千円を計上しております。 

 次に、真ん中辺の事業区分３．学校維持管理事業では、昨年度、修繕料でトイレの洗浄

便座を設置しましたので、その分の減と実績に伴う燃料費が主なものとなってございます。 

 次のページ、１５９ページ、これは２段目の表になりますけども、２目の教育振興費の

右側、事業区分１．教育振興事業の需用費の修繕料の部分、これは楽器１５台の修理費と

して４３万８千円を計上してございます。 

 その下の備品購入費では、特別教科用教材で、琴セット２台、家庭科用のミシン５台、

社会科用ＤＶＤなどで６２万２千円を計上しております。 

 その下の負担金、補助及び交付金の教育振興事業交付金になりますけども、これは先ほ

ども言いました子ども劇場開催事業で、これは小学校との交代の部分でございますけども、

今年は中学校は音楽鑑賞ということで２０万円の計上となっております。 

 次に、事業区分２、下のほうになりますけども、就学援助・奨励事業の扶助費です。特

別支援教育就学奨励費、この分では、これも同じように学用品の国の単価の２分の１とい

うことで、助成で１名見込みで４６万２千円を計上しております。 

 その下の要保護・準要保護の部分では２８名の見込みで３３６万２千円、その下の特別

支援学校交通費の部分では対象者１世帯１名で１２回分の３３万２千円を計上という部分

です。 

 次に、１６１ページの１０款、４項、１目の幼稚園費の事業区分１．幼稚園運営事業の
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賃金ですけども、預かり保育指導員１名の減に加え、臨時職員の一部が職員採用になった

ということや運営体制の見直し整備を行ったことから５２８万７千円減の１，３８５万２

千円を計上しております。共済費についてはこれに付随するものという部分です。 

 次に、１６３ページ、下の表になります。１０款、５項、１目の社会教育総務費、次の

ページになるんですけども、１６６ページの上のほうになります。３．青少年教育推進事

業の負担金、補助及び交付金のところは、全道青年大会補助金になりますけども、これは

第６６回全道青年大会兼第６４回全国青年大会予選会の実行委員会の事務局と大会会場が

本町になるということから、その運営費の一部として、少ないですけども５万円を計上、

その他の部分につきましては、政策的予算ということで見送ったことがありますので、補

助金が減っているということになります。 

 次に、その一番下のほうの事業区分５．高齢者教育推進事業、旅費ですけども、これは

今年は若がえり学級の修学旅行の実施年でないということから、引率の旅費の分１４万８

千円を減額して３万５千円の計上というふうになっております。 

 １６８ページになります。上のほうになりますけども、事業区分６．芸術・文化振興事

業の報償費では、昨年度実施の歴史館１０周年の事業分３０万円が減になっておりますの

で３万１千円の計上です。 

 その下のほうの負担金、補助及び交付金の隔年実施の町民芸術劇場の実行委員会交付金

ですけども、これの４０万円減とその他は政策的な予算で見送った分の補助金の減という

ことで１万２千円の計上というふうになっております。 

 次に、一番下、事業区分８．歴史館維持管理事業の、次のページになりますけども、委

託料のところです。庭木等管理業務では、これは本年度は草刈りやカイガラムシ防除を毎

年やっているんですけども、それ以外に高い木のアカマツとオンコの剪定を行うというも

ので２８万２千円増の４１万２千円を計上しております。 

 次に、その下の事業区分９．社会教育一般事業では、主に昨年度社会教育中期計画策定

に伴う委員報酬やアドバイザー謝礼分１８万円分が今年なくなっておりますので総額で２

５６万３千円の計上というふうになってございます。 

 次に、下の段になりますけども、２目の公民館費の事業区分１．公民館維持管理事業の

一番下になります委託料、ここの部分では、昨年は舞台吊物等点検業務１４２万３千円と

いうのがありましたけど、この分が減っておりますので総体で６５９万２千円という計上

です。 

 次に、１７１ページ、２段目になります。３目の図書館費になります。事業区分１．図

書館業務コンピュータ及び北見地域ネットワーク事業の使用料及び賃借料のところですけ

ども、これはコンピュータ機器等借上料になりますけども、図書館のシステムを更新する

というもので、今回はクラウド型のシステムと館内公衆無線ＬＡＮの整備を行うものとし

て１２５万３千円を計上しております。また、これによりまして保守業務や蔵書検索シス

テム借上料も変わっていくということになります。 

 次に、事業区分２．図書館活動事業の報償費、昨年度の開館３０周年記念事業として５

０万円分が減っておりますので、今年は１７万５千円の計上となっております。 

 次に、１７３ページ、下の表の１０款、６項、１目、保健体育総務費です。事業区分２．

社会体育活動推進事業の報償費、次のページの一番上の行になりますけども、講師謝礼と
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いうところがあると思いますけども、新たに今年、スポーツ愛好者の拡大を図るために中

高年を対象としたゲートボール教室、それとパークゴルフ教室、それとソフトテニス教室

を開催するために１０万９千円増の８０万１千円を計上しているものでございます。負担

金、補助及び交付金につきましては、他のところもそうですけども、政策的予算の補助金

の分が減となっているというものでございます。 

 次に、１７８ページ、右側のほうの上のほうになります。事業区分２．温水プール維持

管理事業、需用費の修繕料では、昨年は公認ろ過循環ポンプ機械室デジタル温度計、それ

と屋根防水塗装などがありましたので３０３万５千円減の５４万８千円を計上しておりま

す。 

 次、真ん中の辺の事業区分３．屋内ゲートボール場維持管理事業の需用費の修繕料では、

これは屋根のすが漏り防止塗装を行うために今年は５８万円を計上しています。 

 次のページ、１８０ページになりますけども、一番上のほうの事業区分４．屋外運動施

設維持管理事業の、ここの下のほうになるんですけども、使用料及び賃借料、ここの機械

借上料があると思うんですけども、これは土の散布面積が減ったということで、機械借上

料で３３万３千円の減、それとパークゴルフ場のＡ・Ｂ及びＥ・Ｆコースの目土散布を新

たに今年行うことで８５万３千円増えております。差引総額で１２２万９千円の計上にな

っております。 

 その下の原材料費につきましては、そのための混合土が主なものということで１２６万

７千円を計上しております。 

 次に、一番下のほうになります。３目の給食センター費の事業区分２．給食調理事業で

は、これは次のページにまたがりますけども、３行目あたりの需用費の消耗品費、これは

食器関係で高校分も考慮した更新を行うもので２５万円、新規分でパン皿６５０個５９万

４千円、これを含めて１８８万１千円を計上しております。その下の賄材料費では、昨年

５６５食でしたけれども、高校分が増えたこともございまして６３９食、この分で３１１

万５千円が増えまして３，０８１万２千円の計上となってございます。 

 次に、事業区分３．給食センター維持管理事業、これの一番下のほうになります。備品

購入費、次のページにまたがるんですけども、この一番上の厨房用備品では、フードカッ

ター１台７４万７千円を計上してございます。 

 次に、１８５ページ、ここからは、公債費になります。 

 事業区分１．長期債元金償還では、昨年度は過疎債７本、一般公共の農業農村分４本、

それと一般公共財源対策分２本、一般公共道路事業分３本、減税補てん債分が１本、全体

で１７本の事業の起債償還が終了したということでございまして、元金で３，３３２万６

千円が減となりまして、５億５０８万９千円の計上としてございます。 

 その下の事業区分１．長期債利子償還では、元金に付随する利子でございまして、７２

８万９千円の減で５，０５６万８千円の計上となってございます。 

 次に、１８９ページに飛んでいただきたいと思いますけども、これは１３款の給与費に

なります。 

 １８９ページ、１３款、給与費、ここでは特別職３人と一般職９２人、新規採用の６人、

その他の１人分は水道会計計上となる部分ありますけども、人件費を計上しております。

１人分だけ水道、ここにないよという意味ですけども、前年度と比べまして一般職で４名
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の増員、それと人事院勧告に基づく給与改定と独自削減の廃止、それと昇給幅の抑制など

で給与費全体で２，６８５万３千円の増となりまして７億９，６９８万円の計上となって

ございます。 

 なお、この給与費には、選挙費の職員手当、議員や各種委員の報酬等は入っておりませ

んけれども、人件費総体については、２１０ページから２１４ページの給与費明細書を添

付しておりますので、それをご覧をいただきたいと思います。なお、この明細書は、地方

自治法に基づく書式でありまして、報酬、給料、手当、共済費などのほか、手当の種類ご

とに前年と比較ができるように調整したものでございまして、これは後ほどゆっくりご覧

いただきたいと思います。 

 続きまして、２０３ページからは、これまでにご決定をいただきました債務負担行為に

本年度分を加えた調書でございまして、２０８ページの一番下にありますけども計の欄に

ありますように本年度以降の支出予定額は、左から２行目になりますけども、１億４，３

９８万３千円となっております。そのうち一般財源としましては、一番右側になりますけ

ども１億２，６２４万８千円が必要となっているものでございます。 

 なお、本年度分の支出予定額３，１３３万４千円の詳細については、説明資料の２２ペ

ージ以降にも載っておりますので、これは後ほど資料のほうでも見ていただければと思い

ます。 

 続きまして、２０９ページ、これは地方債の年度末現在高に関する調書でございまして、

合計欄の右側にございますように平成２７年度末の現在高見込額は４３億６，９２２万５

千円ということになってございます。 

 以上、長々とお話をさせていただきましたけども、総額４０億６４０万円とする平成２

７年度の一般会計の予算について、説明させていただきました。 

 時間の関係もございますので、ちょっと飛ばしながら話をさせていただきましたけども、

本年度も厳しい財政状況の中というのは、先ほどもお話しましたけども、今回の予算策定

にあたりまして「町民にやさしいまちづくり」を着実に実行するということで、まちづく

りの視点に立った施策の継続を中心にしながらも、財政健全化プランも意識しながら一般

行政経費の縮減、それと財源確保を意識しながら予算編成にあたってまいりましたので、

ご理解をいただきたいというふうに思っております。 

 あと説明不足の点につきましては、お詫びを申し上げることとしまして、後は質疑の中

で補足説明させていただきますので、ご審議の上、決定いただきますようよろしくお願い

申し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） ご苦労様でございました。 

 ここで昼食のため、休憩をいたしたいと思います。 

 午後１時から行いますので、ご参集願いたいと思います。 

 ご苦労様です。 

 

休憩 午前１１時５１分 

再開 午後 １時００分 
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○議長（橋本憲治君） それでは、定刻になりました。 

 休憩を解き、会議を継続いたします。 

 次に、議案第１１号 平成２７年度訓子府町国民健康保険特別会計予算についての提案

理由の説明を求めます。別冊予算書２１５ページでございます。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（渡辺克人君） 各会計予算書の２１５ページをお開き願います。 

 議案第１１号 平成２７年度訓子府町国民健康保険特別会計予算につきまして、別冊の

予算案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」３ページをお開きいただき

たいと思います。 

 その上段に、国保会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載しておりま

す。 

 まず、歳入でありますけれども、国保税につきましては、現行税率により計上しており

ます。 

 国庫支出金及び療養給付費等交付金につきましては、保険給付費を基礎として積算した

額を計上しており、道支出金につきましては、北海道の調整交付金等を計上しております。 

６５歳以上７５歳未満の前期高齢者に対する交付金として、前期高齢者交付金を計上して

おります。 

 一般会計繰入金につきましては、従来からのルールによる繰り入れのほか、財源調整に

要する財政調整基金の不足額の補てん分を繰入金として計上しております。 

 次に、歳出でありますが、前年度の医療費実績見込み等から推計した保険給付費及び介

護保険第２号被保険者にかかる介護納付金等を計上したほか、前期高齢者納付金、後期高

齢者支援金等、保健事業費では、特定健診等にかかる費用を計上しております。 

 なお、老人医療費拠出金につきましては、老人保健制度の廃止に伴い、過年度精算分の

みの計上としております。 

 資料の９ページをお開きいただきたいと思います。 

 ９ページの下から３行目には、国保会計の財政調整基金保有状況を記載しております。 

 平成２０年度末から基金は底をついている状況でありますが、今年度につきましては、

従来どおり一般会計から繰り入れる普通交付税に算入されております財政安定化支援分１

６９万４千円と、預金利子１千円を積み立てし、平成２７年度末の保有見込額は、一番右

側に記載しております１６９万５千円となる見込みであります。 

 また、同じ資料の２５ページから２９ページにわたり国保会計の概要をそれぞれ記載し

ておりますが、この資料の内容につきましては、説明は省略させていただきます。 

 それでは、予算書の２１５ページに戻りまして、内容をご説明申し上げます。 

 議案第１１号 平成２７年度訓子府町国民健康保険特別会計予算の第１条では、予算の

総額を歳入歳出それぞれ１０億７，１５０万円と定めるものであります。この予算は前年

度当初と比較しまして１億１，５００万円、約１２％の増額計上となっております。 

 第２条では、一時借入金の借入限度額を前年度同額の３千万円と定めるものであります。 

 第３条では、歳出予算の流用についての定めでありますが、保険給付費の各項の予算に

過不足が生じた場合の流用の方法について、従来と同様に定めるものであります。 
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 次に、２１６ページから２２１ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載し

ており、２２２ページから２２３ページには総括表を載せておりますので、ご覧をいただ

くこととしまして、２２４ページ以降の事項別明細書によって、その特徴的なものに限っ

て説明させていただきますので、あらかじめお許しをいただきたいと思います。 

 はじめに、２２４ページの歳入から説明させていただきます。 

 見開きで左側が款・項・目、右側のページが節以下、説明を載せてございますので、両

方のページを見ながらお聞きいただきたいと思います。 

 まず、２２４ページの第１款、国民健康保険税、第１項、第１目の一般被保険者国民健

康保険税でありますが、総額では前年度比９８５万８千円減の２億２，６２９万２千円を

見込んでおります。 

 ２２５ページの１節、医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数で９５９世帯、

被保険者数では２，２４９人を見込んで現行税率により算定し、その額から低所得者軽減

分、限度額超過分などを差し引き、収納率を９８％と見込んで１億６，４７１万５千円を

計上しております。 

 ２節の医療給付費分滞納繰越分につきましては、前年度同額の１００万円を計上してお

ります。 

 次に、３節の後期高齢者支援金分現年課税分につきましては、一般被保険者の国民健康

保険税と同様の計算式に基づき算出し４，３４５万６千円を計上しております。 

 次に、５節の介護納付金分現年課税分につきましては、世帯数で５４０世帯、被保険者

数は８１８人と見込んで、一般被保険者の国民健康保険税と同様の計算式に基づき算出し

１，７１１万９千円を計上しております。 

 次に、２２４ページ下段から２２７ページまでの第２目の退職被保険者等国民健康保険

税でありますが、総額では、前年度比１１１万５千円減の３７２万１千円を見込んでおり

ます。 

 ２２５ページの下段の１節、医療給付費分現年課税分につきましては、世帯数を２８世

帯、被保険者数は６２人と見込んで、一般被保険者の国民健康保険税と同様の計算式に基

づき算出し、２５５万８千円を計上しております。 

 次に、２２７ページの３節、後期高齢者支援金分現年課税分につきましても、一般被保

険者の国民健康保険税と同様の計算式に基づき算出し５２万９千円を計上しております。 

 次に、５節の介護納付金分現年課税分につきましては、世帯数で４７世帯、被保険者数

は６１人を見込んで、一般被保険者の国民健康保険税と同様の計算式に基づき算出し、６

３万１千円を計上しております。 

 次に、２２６ページ下段の第２款、国庫支出金、第１項、国庫負担金、第１目の療養給

付費等負担金につきましては、補助対象医療費等の３２％相当額が国から交付されるもの

ですが、現年度分、過年度分をあわせて前年度と比較して８８３万８千円減の１億７，１

３４万１千円を計上しております。 

 第２目の高額医療費共同事業負担金につきましては、高額医療費拠出金に対する国の負

担分４分の１の７８８万７千円を計上、第３目の特定健康診査等負担金につきましては、

特定健診の対象経費の国負担分３分の１の１１０万４千円を計上しております。 

 次に、２２８ページの第２項、国庫補助金、第１目の財政調整交付金につきましては、
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特別調整交付金１００万１千円を計上しております。 

 次に、第３款、第１項、第１目、療養給付費等交付金につきましては、退職者医療制度

の財源で、各保険者の拠出により賄われ社会保険診療報酬支払基金から交付されるもので

すが、前年度比８９５万５千円減の３，５９９万９千円を計上しております。 

 次に、第４款、第１項、第１目、前期高齢者交付金につきましては、保険者間の６５歳

以上７５歳未満の前期高齢者の偏在による不均衡を各保険者の加入者数に応じて財政調整

するための交付金として、前年度比８６９万４千円増の１億５，３１０万円を計上してお

ります。 

 次に、第５款、道支出金、第１項、道負担金、第１目の高額医療費共同事業負担金につ

きましては、高額医療費拠出金に対する道負担分４分の１の７８８万７千円を計上、第２

目の特定健康診査等負担金は、国庫支出金と同様に特定健診の対象経費の道負担分３分の

１の１１０万４千円を計上しております。 

 次に、第２項、道補助金、第１目の調整交付金につきましては、国からの財源移譲分を

一定のルール計算により調整交付金として交付されるもので、普通調整交付金は、前年度

比１８９万７千円減の３，３２４万円を計上、特別調整交付金につきましては、平成２４

年度の定率国庫負担金の減額分の激減緩和措置として平成２６年度までの３年間、特別調

整交付金として交付されておりましたが、その措置期間が終了したことなどによりまして

前年度比３４１万８千円減の６０６万１千円を計上しております。 

 次に、２３０ページ、第６款、第１項、第１目の共同事業交付金につきましては、１件

８０万円を超える医療費を対象として、国保連合会が行う高額医療費共同事業により１０

０分の５９が交付されるもので、過去の実績を勘案して、前年度比８１万７千円増の３，

１５４万８千円を計上しております。 

 第２目の保険財政共同安定化事業交付金につきましては、平成２６年度まで１件３０万

円から８０万円までの医療費を対象としておりましたが、平成２７年度からは１件１円以

上、８０万円までのすべての医療費が対象となり、医療費実績などにより国保連合会に拠

出し交付を受けるもので、前年度比１億４，８７９万８千円増の２億４，６０２万９千円

を計上しております。 

 次に、第７款、財産収入、第１項、財産運用収入、第１目の利子及び配当金につきまし

ては、財政調整基金の利子として１千円を計上しております。 

 次に、第８款、繰入金、第１項、基金繰入金、第１目の財政調整基金繰入金につきまし

ては、前段ご説明申し上げたとおり平成２０年度末から基金は底をついている状況である

ことから１千円の科目計上としております。 

 次に、第２項、他会計繰入金、第１目の一般会計繰入金のうち１節の保険基盤安定繰入

金は、前年度実績額により保険税軽減分２，０９３万８千円と保険者支援分５９３万５千

円をあわせ２，６８７万３千円、２節の出産育児一時金繰入金は５６０万円、３節の財政

安定化支援事業繰入金は、昨年度の普通交付税措置実績額の１６９万４千円をそれぞれ町

の負担分として繰り入れするものであります。４節のその他一般会計繰入金につきまして

は、国保会計の財源補てん分繰入金として、前年度比９３６万６千円減の１億７５９万円

を、国保会計を運営するための事務費等に要する経費として２７６万７千円を計上してお

ります。 
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 次に、２３２ページの一番下の第１０款、諸収入、第３項、第６目の雑入につきまして

は、特定健診にかかる自己負担額等の計上ですが、特定健診については、受診率向上を目

指し、集団健診に加え、自己負担分を受診した医療機関に直接支払う個別健診と、医療機

関から検査数値を提供していただく、みなし健診を実施することとし、平成２７年度は総

体で７５０名のうち集団健診を６００名、個別健診を１００名、みなし健診を５０名と見

込みまして、集団健診６００名のうち誕生健診の５９名を除く５４１名分の６４万９千円

を計上しております。 

 次に、歳出について、説明させていただきます。２３４ページをお開き願います。 

 まず、第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目の一般管理費及び第２目の連合会

負担金につきましては、国保一般事務に要する経費として、あわせて４９７万８千円を計

上しております。 

 なお、第１目の２５節、積立金では、財政調整基金積立金として、財政安定化支援事業

分と基金利子分をあわせて１６９万５千円を計上しております。 

 次に、第２項、徴税費及び第３項の運営協議会費につきましても、徴収事務及び運営協

議会の事務的経費として、それぞれ４１万５千円と１０万２千円を計上しております。 

 次に、２３６ページになります。 

 第２款、保険給付費、第１項、療養諸費の積算につきましては、前年度の給付、支払実

績から推計し計上しておりますので、ご理解をお願いしたいと思います。 

 まず、第１目の一般被保険者療養給付費は、前年度比１，４００万円減の５億円を計上、

第２目の退職被保険者等療養給付費は、前年度比７００万円減の２，５００万円を計上し

ております。 

 第３目の一般被保険者療養費は、前年度同額の７００万円、第４目の退職被保険者等療

養費も同じく前年度同額の３０万円を計上しております。 

 第５目の審査支払手数料は、前年度の支払見込額から推計し、同じく前年度同額の１７

３万４千円を計上しております。 

 次に、第２項、高額療養費につきましても、療養諸費と同様に前年度の実績により推計

し計上しております。 

 第１目の一般被保険者高額療養費は、前年度比２００万円増の５，６００万円を計上、

第２目の退職被保険者等高額療養費は、前年度比１００万円減の５００万円を計上してお

ります。 

 第３目の一般被保険者高額介護合算療養費は、前年度同額の１００万円を計上しており

ます。 

 また、次の２３８ページの第４目の退職被保険者等高額介護合算療養費につきましても、

前年度同額の６万円を計上しております。 

 次に、上から３段目の第４項、出産育児諸費、第１目の出産育児一時金につきましては、

前年度実績を勘案しまして２人減の２０人分８４０万円を計上しております。 

 第２目の支払手数料につきましては、出産育児一時金について、直接、医療機関へ支払

う場合に、その支払業務を委託している国保連合会に対する支払手数料として２０人分の

５千円を計上しております。 

 次に、第５項、葬祭諸費、第１目の葬祭費につきましては、前年度同額の１６件分８０
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万円を計上しております。 

 次に、２４０ページの第３款、後期高齢者支援金等、第１項、第１目の後期高齢者支援

金拠出金につきましては、後期高齢者医療制度の財源として保険者が約４割相当分を拠出

するものですが、概算拠出の通知により前年度比５９８万４千円減の１億１，６５８万５

千円を計上しております。 

 第２目の後期高齢者関係事務費拠出金につきましても、概算拠出の通知により８千円を

計上しております。 

 次に、第４款、第１項、第１目の前期高齢者納付金につきましては、歳入でも説明しま

したが、保険者間の６５歳以上７５歳未満の前期高齢者の偏在による不均衡を調整するた

め、各保険者の加入者数等に応じて費用負担するもので、国保では前期高齢者の加入割合

が高いことから拠出額が少なく、概算拠出の通知により５万１千円を計上、第２目の前期

高齢者関係事務費拠出金につきましても、概算拠出の通知により９千円を計上しておりま

す。 

 次に、第５款、老人保健拠出金、第１項、第１目の老人保健医療費拠出金につきまして

は、老人保健制度の廃止に伴い、過年度精算分のみの計上となり、前年度同額の１千円の

科目計上、第２目の老人保健事務費拠出金につきましても同様に５千円を計上しておりま

す。 

 次に、第６款、第１項、第１目の介護納付金につきましては、国保被保険者にかかる介

護保険第２号被保険者分で、概算納付通知により前年度比５７２万９千円減の４，８６１

万９千円を計上しております。 

 次に、２４２ページの第７款、共同事業拠出金、第１項、第１目の高額医療費拠出金は、

決定通知額に基づき、前年度比８１万７千円増の３，１５５万円を計上しております。 

 次に、第３目の保険財政共同安定化事業拠出金につきましては、歳入の第６款、第１項、

第２目の保険財政共同安定化事業交付金でご説明いたしておりますが、平成２６年度まで

１件３０万円から８０万円までの医療費を対象としておりましたが、平成２７年からは１

件１円以上８０万円までのすべての医療費が対象となり、医療費実績などにより国保連合

会に拠出するものですが、決定通知額に基づき、前年度比１億４，８７９万８千円増の２

億４，６０３万円を計上しております。 

 次に、第８款、保健事業費、第１項、第１目の特定健康診査等事業費につきましては、

国保の４０歳から７４歳の被保険者を対象とした生活習慣病に着目した特定健診と特定保

健指導に要する経費の計上ですが、前年度比５万８千円増の４７２万８千円を計上してお

ります。 

 右側の２４３ページになりますが、１２節の役務費は、特定健診のための郵送料や特定

健診データ管理システム手数料として５７万円を計上、１３節の委託料は、特定健診業務

を委託するものですが、受診率向上を目指し、集団健診に加えて直接医療機関で健診を受

ける個別健診と、医療機関から検査数値の提供をしてもらう、みなし健診を実施し、集団

健診を６００名、個別健診を１００名、みなし健診を５０名と見込み、国保被保険者７５

０名分の基本健診料などとして４１３万５千円を計上しています。 

 また、国保連合会の特定健診等データ管理システム機器のライセンス更新負担金として、

１万８千円を計上しております。 
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 次に、第２項、保健事業費、第１目の保健事業総務費につきましては、保健事業に要す

る経費ですが、７節の賃金は、アンケート調査集計などの臨時事務員賃金、特定保健指導

の臨時栄養士の賃金などで３０万９千円を計上、１２節の役務費は、医療費通知等の郵送

料として３２万１千円を計上、全体で前年度比６万１千円増の２７１万５千円の計上であ

ります。なお、２４５ページの１９節、負担金、補助及び交付金にあります健康診査助成

金につきましては、脳ドックに対する助成金ですが、２０人分の４０万円を計上しており

ます。 

 以上、平成２７年度訓子府町国民健康保険特別会計予算について、提案理由の説明をさ

せていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 次に、議案第１２号 平成２７年度訓子府町後期高齢者医療特別

会計予算についての提案理由の説明を求めます。予算書２４９ページでございます。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（渡辺克人君） 続きまして、各会計予算書の２４９ページをお開き願い

ます。 

 議案第１２号 平成２７年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算につきまして、別冊

の予算案の説明資料も含めてご説明させていただきます。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の３ページをお開き願いた

いと思います。 

 その中段に後期高齢者医療会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載し

ております。 

 まず、歳入でありますが、後期高齢者医療制度については、財政運営期間が２年間とさ

れており、後期高齢者医療保険料につきましては、平成２６年度と２７年度の医療費等の

推計により北海道後期高齢者医療広域連合から示された保険料を計上しております。 

 また、脳ドック助成に対する広域連合補助金や低所得者の保険料軽減分等の公費負担金

として一般会計からの繰入金を計上しております。 

 また、歳出につきましては、所要の事務費のほか、後期高齢者医療広域連合への納付金

を計上しております。 

 この資料の３０ページから３２ページにわたり、後期高齢者医療特別会計の概要をそれ

ぞれ記載しておりますが、この資料の内容につきましては、説明は省略させていただきま

す。 

 それでは、予算書の２４９ページに戻りまして、内容をご説明申し上げます。 

 議案第１２号 平成２７年度訓子府町後期高齢者医療特別会計予算の第１条で予算の総

額を歳入歳出それぞれ７，６３０万円と定めるものであります。 

 この予算は、前年度当初予算と比較して５２０万円、約７．３％の増額計上となってお

ります。 

 ２５０ページから２５３ページにつきましては、款項ごとにそれぞれ額を記載しており、

２５４ページから２５５ページには総括表を載せておりますので、ご覧をいただくことと

しまして、その内容につきましては、２５６ページ以降の事項別明細書によって、その特

徴的なものについて説明させていただきます。 

 はじめに、２５６ページの歳入から説明させていただきます。 



 - 33 - 

 まず、第１款、第１項の後期高齢者医療保険料でありますが、北海道後期高齢者医療広

域連合が定めた保険料額に基づき算定しており、保険料算定の基礎となる均等割額は、５

万１，４７２円、所得割率が１０．５２％となっており、保険料総額では前年度比５３０

万１千円増の５，１４５万３千円を計上しております。 

 まず、第１目の特別徴収保険料は被保険者数を７７０人と見込み、保険料額３，２８９

万８千円を計上、第２目の１節、普通徴収保険料は、被保険者数を２４７人と見込み、保

険料額は１，８５０万５千円を計上、２節の普通徴収保険料滞納繰越分は、前年度同額の

５万円を計上しております。 

 次に、第２款、広域連合補助金、第１項、第１目の長寿健康増進事業交付金につきまし

ては、７５歳以上の方の脳ドックの助成金として、その費用の全額が広域連合より交付さ

れるもので、過年度の助成実績から５名分を見込み、前年同額の１６万２千円を計上して

おります。 

 次に、第３款、繰入金、第１項、一般会計繰入金、第１目の保険基盤安定繰入金につき

ましては、低所得者の保険料軽減分として、道と町の負担分をあわせて前年度比８万６千

円増の２，００３万円を計上しております。 

 第２目の事務費繰入金につきましては、広域連合納付金分と所要事務経費分をあわせて、

前年度比１８万７千円減の４５４万５千円を計上しております。 

 次に、２５８ページになります。 

 第５款、諸収入、第２項、償還金及び還付加算金、第１目の保険料還付金につきまして

は、納めすぎた保険料が広域連合から還付されるもので、還付金として前年度同額の１０

万円を計上し、第２目の還付加算金として５千円を計上しております。 

 次に、第３項の預金利子及び第４項の雑入につきましては、それぞれの項目を１千円の

科目計上としております。 

 次に、歳出について、説明させていただきます。２６０ページをお開きください。 

 まず、第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目の一般管理費につきましては、右

側の２６１ページになりますが、プリンタートナー等の消耗品費や、被保険者証一斉更新

等にかかる郵便料、後期高齢者医療システム保守業務の委託料など、一般事務に要する経

費として前年度比９万１千円減の２０２万７千円を計上しております。 

 次に、第２項、徴収費、第１目の賦課徴収費につきましては、納入通知書等の印刷製本

費や保険料決定通知のための郵便料などの経費として、１９万８千円を計上しております。 

 次に、第２款、保健事業費、第１項、第１目の保健事業総務費につきましては、歳入で

も説明いたしましたが、全額、広域連合からの交付金を受けて実施する７５歳以上の方の

脳ドックの助成にかかる分ですが、健康診査助成金として５名分の１６万２千円を計上し

ております。 

 次に２６２ページの第３款、第１項、第１目の後期高齢者医療広域連合納付金につきま

しては、広域連合の共通経費の市町村負担分として事務費納付金２３２万３千円を計上、

また、収納した保険料分と低所得者の保険料軽減の保険基盤安定分をあわせて、保険料等

納付金として７，１４８万４千円を計上し、後期高齢者医療広域連合納付金の総額で前年

度比５２８万３千円増の７，３８０万７千円を計上しております。 

 次に、第４款、諸支出金、第１項、償還金及び還付加算金、第１目の保険料還付金につ
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きましては、納めすぎた保険料の還付金として歳入同額の１０万円を計上し、第２目の還

付加算金として５千円を計上しております。 

 次に、第２項、繰出金、第１目の一般会計繰出金につきましては、預金利子相当分とし

て１千円を計上しております。 

 以上、平成２７年度訓子府町後期高齢者医療特別会計の予算について、提案説明をさせ

ていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 次に、議案第１３号 平成２７年度訓子府町介護保険特別会計予

算についての提案理由の説明を求めます。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（渡辺克人君） 続きまして各会計予算書の２６４ページをお開き願いま

す。 

 議案第１３号 平成２７年度訓子府町介護保険特別会計予算につきまして、別冊の予算

案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に、別冊の「各会計予算案の説明資料」の３ページをお開きいただ

きたいと思います。その下段に介護保険会計の予算編成にあたっての基本的な考え方につ

いて記載しております。 

 まず、歳入でありますけれども、平成２７年度から平成２９年度までの第６期事業運営

期間に要する保険給付費を基礎として積算しました介護保険料をはじめ国庫支出金、支払

基金交付金、道支出金を計上したほか、介護認定等にかかる所要額を含めた町負担分の一

般会計からの繰入金を計上しております。 

 また、歳出は、保険給付費、介護認定審査費、事業の運営経費等のほか、地域支援事業

費を計上しております。 

 資料の９ページをお開きいただきたいと思います。 

 基金の保有状況ですが、９ページの下から２行目の一番右側に記載してありますように、

介護保険特別会計収支の不足分及び介護保険料の抑制のための取り崩しを行うことにより、

平成２７年度末の介護給付費準備基金保有見込額は２，２９５万９千円となる見込みであ

ります。 

 また、同じ資料の３３ページから３８ページにわたり、介護保険特別会計の概要をそれ

ぞれ記載しておりますが、この資料の内容につきましては、説明を省略させていただきま

す。 

 それでは、予算書の２６４ページに戻りまして、内容をご説明申し上げます。 

 議案第１３号 平成２７年度訓子府町介護保険特別会計予算の第１条では、予算の総額

を歳入歳出それぞれ４億９，９１０万円と定めるものであります。 

この予算は前年度当初と比較しまして１，７００万円、約３．５％の増額計上となってお

ります。 

 第２条では、一時借入金の借入最高額を前年度同額の３千万円と定めるものであります。 

 第３条では、歳出の流用についての定めでありますが、保険給付費の各項の予算に過不

足が生じた場合に、同一款内で各項間の流用ができることを定めるものであります。 

 次に２６５ページから２６８ページにつきましては、款項ごとにそれぞれの額を記載し

ており、２６９ページから２７０ページには総括表を載せておりますので、ご覧をいただ
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くこととしまして、２７１ページ以降の事項別明細書によってその特徴的なものに限って

説明させていただきますのであらかじめお許しをいただきたいと思います。 

 はじめに、２７１ページから説明をさせていただきます。 

 まず、第１款、保険料でありますが、平成２７年度から平成２９年度までの第６期介護

保険事業計画によりまして基準保険料を月額４，２００円、年額で５０，４００円として

算定しております。 

 また保険料段階は、負担が過重にならないよう国の標準段階と同じく第１段階から第９

段階に細分化をしております。 

 第１項、介護保険料、第１目、第１号被保険者保険料、１節の特別徴収保険料につきま

しては、被保険者総数を１，７０１人と見込み、保険料額を７，６３４万７千円、２節の

普通徴収保険料につきましては、被保険者総数を２２６人と見込み、保険料額を９５９万

７千円、３節の普通徴収保険料滞納繰越分につきましては７万円とし、介護保険料の総額

を前年度比１，２２５万５千円増の８，６０１万４千円と見込んでおります。 

 次に、第２款、分担金及び負担金、第１項、負担金、第１目、介護予防負担金につきま

しては、通所型介護予防事業にかかる利用者負担金として６８万１千円を見込んでおりま

す。 

 次の第３款、国庫支出金、第１項、国庫負担金、第１目、介護給付費負担金につきまし

ては、現年度分としまして保険給付費に対する国のそれぞれの負担割合を乗じた７，９１

６万円を計上しており、２７３ページと２７４ページ、第２項、国庫補助金、第１目、調

整交付金につきましては、財政力格差調整のための交付金でありますが、現年度分としま

して、過去の実績から保険給付費の７．４５％の３，３６２万９千円を計上しております。 

 第２目、地域支援事業交付金の介護予防事業分につきましては、現年度分で介護予防事

業費に要する費用の２５％、２２８万９千円を計上、第３目の包括的支援事業・任意事業

分につきましても現年度分として、事業費に対し３９％の１７８万５千円を計上しており

ます。 

 次に、第４款、支払基金交付金、第１項、第１目、介護給付費交付金につきましては、

現年度分としまして、保険給付費の２８％、１億２，９６２万７千円を計上、第２目の地

域支援事業支援交付金につきましては、現年度分として、介護予防事業に要する経費の２

８％、２５６万４千円を計上しております。 

 第５款、道支出金、第１項、道負担金、第１目、介護給付費負担金は、現年度分として、

保険給付費に対してそれぞれ道の負担割合を乗じた７，１３０万円を計上、第２項、道補

助金、第１目、地域支援事業交付金の介護予防事業分につきましては、現年度分として、

介護予防事業の１２．５％の１１４万４千円、第２目の包括的支援事業・任意事業分につ

きましても現年度分として、事業費の１９．５％の８９万２千円をそれぞれ計上しており

ます。 

 ２７５ページと２７６ページの第６款、財産収入、第１項、財産運用収入、第１目、利

子及び配当金につきましては、介護給付費準備基金の利子として１万１千円を計上。 

 第７款、繰入金、第１項、基金繰入金、第１目、介護給付費準備基金繰入金につきまし

ては､介護保険特別会計の収支の不足分、８４７万４千円を繰り入れするものであります。 

 第２項、他会計繰入金、第１目、一般会計繰入金、１節の介護給付費繰入金は保険給付
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費の町負担分１２．５％の５，７８７万円を、２節の地域支援事業繰入金の介護予防事業

分が１２．５％の１１４万４千円、３節の包括的支援事業・任意事業分は１９．５％の８

９万３千円をそれぞれ町負担分として繰り入れするものであります。 

 ４節のその他一般会計繰入金は、特別会計を運営するための事務費等に要する経費とし

て、前年度比３４４万５千円増の２，１６０万６千円を繰り入れするものであります。 

 ２７７ページと２７８ページの第８款、繰越金、第９款、諸収入につきましては、それ

ぞれの項目を科目計上しております。 

 次に、２７９ページの歳出について説明させていただきます。 

 第１款、総務費、第１項、総務管理費、第１目、一般管理費でありますが、介護保険一

般事務に要する経費として、前年度比２５６万１千円増の４０１万１千円を計上するもの

であります。 

 なお、増額の主なものとしましては、平成２７年度の介護保険制度改正に伴います介護

保険システム改修経費でありますが、主な改修内容としまして、一定所得以上の方の利用

者負担割合を１割から２割へ変更すること、高額介護サービス費の上限額の見直し等とな

っておりまして、その経費２５２万６千円を計上しております。 

 次に、第２項、徴収費、第１目、賦課徴収費につきましては、納付書や督促状の送付に

使用する窓開き封筒の印刷費や、郵便料を主として１７万１千円を計上しております。 

 次に、第３項、第１目の介護認定審査会費につきましては、北見市、訓子府町、置戸町

で共同設置しております介護認定審査会経費として３４１万３千円を計上。 

 また、第２目の認定調査費では、介護認定調査に要する経費としまして２９６万３千円

を計上しております。 

 ２８１ページと２８２ページ、第４項、第１目の趣旨普及費につきましては、介護保険

制度のＰＲを図るための経費としまして７７万３千円を計上しております。 

 その下の計画策定委員会費につきましては、第６期計画の策定が終了しましたので、廃

目としております。 

 次に、第２款、保険給付費、第１項、介護サービス等諸費、第１目、居宅介護サービス

給付費ですが、居宅要介護被保険者の居宅サービスにかかる給付で１億９７６万９千円を、

第３目、地域密着型介護サービス給付費は、介護を必要とする人が住み慣れた地域で生活

を継続できるようにするもので、認知症対応型共同生活介護、いわゆるグループホーム利

用に対する給付に５,３５０万円を計上しております。第５目、施設介護サービス給付費は､

施設サービスにかかる給付としまして２億２，７５０万円を計上しております。 

 次に、２８３ページと２８４ページになりますが、第７目では、居宅介護福祉用具購入

費として１００万円を計上し、第８目では、居宅介護住宅改修費として２６０万円の計上、

第９目の居宅介護サービス計画給付費として１，２３５万円を計上しております。 

 第２項、介護予防サービス等諸費につきましては、要支援１、要支援２の被保険者に対

する介護予防に要する経費を計上しております。 

 第１目、介護予防サービス給付費は、居宅の要支援者に対する給付で、介護予防通所介

護や訪問介護などの利用に対する給付に１，４１９万円を計上、第５目、介護予防福祉用

具購入費に５０万円、第６目、介護予防住宅改修費に１５０万円、第７目、介護予防サー

ビス計画給付費につきましては、ケアプランの作成給付でありますが、２１２万円を計上
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しております。 

 次に、２８５ページと２８６ページの第３項、その他諸費、第１目、審査支払手数料は、

介護給付費の請求にかかる審査支払にかかる手数料として４１万７千円を計上しておりま

す。 

 第４項、高額介護サービス等費、第１目、高額介護サービス費は、要介護被保険者の介

護サービス自己負担額が一定額を超えた場合に給付するものですが１，０９０万円を、第

２目、高額介護予防サービス費は要支援者に対する高額給付費で１０万円を計上しており

ます。 

 第５項、第１目、高額医療合算介護サービス費は、要介護被保険者の介護保険と医療保

険の自己負担の合計額が年間で一定額を超えた場合に給付をするもので２２０万円を計上

しております。 

 同じく、第２目、高額医療合算介護予防サービス費につきましては、要支援者に対する

給付ですが１０万円を計上しております。 

 次に、２８７ページと２８８ページの第６項、第１目、特定入所者介護サービス費は、

施設入所者への食費、居住費の補足的給付として２，４１０万円を計上、第３目、特定入

所者介護予防サービス費は、要支援者の短期入所サービス利用者に対する食費、滞在費の

補足的給付として１０万円を計上しております。 

 次に、第３款、地域支援事業費、第１項、介護予防事業費、第１目、二次予防事業費に

つきましては、介護が必要となる可能性の高い二次予防事業の対象者を把握するとともに、

通所や訪問により要介護状態の予防や軽減を図るものですが、平成２６年度に引き続き、

高齢者の状況・ニーズを調査し高齢者の実態や地域の課題を把握するための「日常生活圏

域ニーズ調査業務」に要する経費として１３万２千円を計上しております。 

 第２目、一次予防事業費は、介護予防に関する基本的な知識の普及啓発を行うほか、ボ

ランティアなどの人材育成を行い基本的な見守りや手助けの方法を普及させるための経費

や、通所型介護予防事業として業務委託する経費など１，１７２万５千円を計上しており

ます。 

 次に、２８９ページと２９０ページの第３目、総合事業費精算金につきましては、要支

援者の訪問介護と通所介護が平成２９年度までに「介護予防・生活支援サービス事業」へ

と移行することとなりますが、町外に居住しております住所地特例対象の要支援者が、こ

のサービスを利用した場合の事業費負担金として１２万円を計上しております。 

 次に、第２項、包括的支援事業・任意事業費、第１目、介護予防ケアマネジメント事業

費は、高齢者の自立保持のための身体的・精神的・社会的機能の維持向上を図るため、介

護予防事業のケアマネジメントを行う事業に要する経費として３２９万９千円を計上して

おりますが、このうち２９０ページにあります２８節の一般会計繰出金３２８万３千円に

つきましては、地域包括支援センター職員の人件費分として一般会計に繰り出しをするも

のであります。 

 次に、第２目、総合相談支援事業費につきましては、地域における関係者とのネットワ

ークを構築するとともに、高齢者の心身の状況や生活実態、必要な支援等を把握し、相談

を受け、地域における適切な保健・医療・福祉サービスなどにつながる支援を行うための

経費として５万１千円を計上しております。 
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 第３目、権利擁護事業費につきましては、高齢者に対する虐待の早期発見、防止などの

権利擁護の支援を行う経費ですが、管内での研修参加旅費として２千円を計上しておりま

す。 

 第４目、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費につきましては、主治医、ケアマ

ネージャー、地域の関係機関との連携を通じてケアマネジメントの後方支援を行うための

経費として１０万円を計上しております。 

 第５目、任意事業費は、家族介護用品購入費に対する助成費用、認知症高齢者等に対す

る成年後見制度利用にかかる経費１１２万７千円を計上しております。 

 次に、２９１ページと２９２ページの第３項、第１目、運営協議会費は、地域包括支援

センターの運営協議会に要する経費５万２千円を計上しております。 

 次に、第４款、基金積立金、第１項、第１目、介護給付費準備基金積立金につきまして

は、基金の利息分として１万１千円の計上であります。 

 第５款、公債費、第１項、第１目、一時借入金利子は、資金繰りのための一時借入金利

子７万４千円を計上しております。 

 第６款、諸支出金、第１項、償還金及び還付加算金、第１目、第１号被保険者保険料還

付金につきましては、第１号被保険者保険料の過誤納還付金として１０万円を計上してお

ります。 

 以上、平成２７年度介護保険特別会計の予算について、提案理由の説明をさせていただ

きました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） ここで午後２時５分まで休憩をしたいと思います。 

 

休憩 午後 １時５８分 

再開 午後 ２時 ５分 

 

○議長（橋本憲治君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 次に、議案第１４号 平成２７年度訓子府町下水道事業特別会計予算についての提案理

由の説明を求めます。予算書２９６ページでございます。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（遠藤琢磨君） 予算書の２９６ページをお開き願いたいと思います。 

 議案第１４号 平成２７年度訓子府町下水道事業特別会計予算につきまして、別冊の予

算案の説明資料を含めてご説明申し上げます。 

 予算書に入ります前に、別冊「各会計予算案の説明資料」の４ページをお開きください。 

 下水道会計の予算編成にあたっての基本的な考え方について記載しております。 

 まず、歳入でありますが、農業集落排水事業及び個別排水処理施設整備事業にかかる分

担金、使用料を計上。繰入金につきましては、歳入歳出の差し引き不足額にかかる一般会

計繰入金を計上しております。 

 町債につきましては、農業集落排水事業及び個別排水処理施設整備事業の実施に伴う過

疎債、下水道債を計上しております。 

 また、支出でありますが、農業集落排水事業については、下水道管移設工事や農業集落

排水施設更新工事、施設の維持管理経費を計上。また、個別排水事業については、合併浄
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化槽の設置に要する工事費等を計上。このほか、事務費、起債の元利償還金について、そ

れぞれ所要額を計上してございます。 

 この資料の３９ページから４０ページにわたり下水道事業特別会計の概要を、４１ペー

ジには投資的事業の内訳、４５ページには施設整備箇所図をそれぞれ記載しておりますが、

内容につきましては、説明を省略させていただきますので、後ほどご覧いただきたいと思

います。 

 それでは、予算書の２９６ページに戻りまして、予算の内容について、説明申し上げま

す。 

 まず、第１条で、予算の総額を歳入歳出それぞれ２億２，７１０万円と定めるものであ

ります。 

 この予算は、前年と比較しまして４２０万円の減額となっておりますが、その主な要因

としましては、個別排水処理施設整備事業の減によるものでございます。 

 また、第２項では、歳入歳出予算の款項の区分及び金額については、２９７ページから

にあります「第１表 歳入歳出予算」によることを規定しておりますが、これについても

後ほどご覧いただくこととし、その内容につきましては、３０２ページ以降の事項別明細

書で説明をさせていただきます。 

 第２条の地方債につきましては、後ほど説明させていただきます。 

 第３条の一時借入金につきましては、借り入れの最高額を１億円と定めるものでありま

す。 

 次に、３０１ページをお開き願いたいと思います。 

 「第２表 地方債」でありますが、個別排水処理施設整備事業の限度額を１，２４０万

円、農業集落排水事業の限度額を２，４００万円とし、証書借入で年利５．０％以内、償

還の方法は記載のとおり定めようとするものであります。 

 ３０４ページからは、事項別明細書になりますが、歳入歳出とも特徴的なものについて

説明させていただきます。 

 ３０２ページ、３０３ページにつきましては、歳入歳出の款別の予算額を掲載しており

ますので、これも後ほどご覧いただくこととし、はじめに歳入から説明させていただきま

す。 

 まず、１款、１項、１目の農業集落排水事業分担金につきましては、平成２７年度新規

賦課分として５戸を予定し２５万円を計上しております。 

 ２目の個別排水処理施設整備事業分担金につきましては、１戸当たりの分担金を５０万

円とし、５戸の新規整備を予定していることから、前年と比較し１００万円減の２５０万

円を計上しております。 

 次に、２款、１項、１目の農業集落排水施設使用料につきましては、前年使用料の実績

を勘案し、前年と比較し４５万３千円減の５，３３２万５千円を計上しております。 

 ２目の個別排水処理施設使用料につきましては、今年度新規設置数などを見込み、前年

と比較し２３万６千円増の１，４１２万８千円を計上しております。 

 次に、３款、１項、１目の国庫補助金につきましては、農山漁村地域整備交付金事業に

より、訓子府地区農業集落排水施設更新工事費の５０％にあたります２，４００万円を計

上しております。 
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 次の３０６ページ、４款、１項、１目の一般会計繰入金につきましては、従来と同様、

歳出総額から分担金、使用料、補助金、町債等の自主財源、特定財源を差し引き、その不

足額を一般会計から繰り入れするものであり、前年と比較し１０７万２千円増の９，２４

１万９千円を計上しております。 

 ６款、３項、１目の雑入につきましては、前年と比較し３９５万１千円減の４０５万１

千円を計上しておりますが、内容は移設補償費につきまして、道道北見置戸線交通安全工

事に伴います支障物件移設補償費としまして４０５万円を計上してございます。 

 次に、７款、１項、１目の農業集落排水事業債につきましては、農業集落排水施設更新

工事における補助残分に対します下水道債及び過疎債として１５０万円増の２，４００万

円を計上しております。 

 ３０８ページ、２目の個別排水処理施設整備事業債につきましても前年と比較し３１０

万円減の１，２４０万円の計上でありますが、新設５基分の個別排水処理施設整備事業に

伴う下水道債と過疎債をあわせた額を計上してございます。 

 次に、３１０ページ、歳出について説明をさせていただきます。 

 １款、１項、１目、一般管理費につきましては、前年と比較し２８万円増の２９８万４

千円を計上してございます。 

 １節の報酬は、上下水道事業経営審議会委員に対する報酬を年２回の開催分として３万

６千円を計上。 

 ２７節、公課費の消費税納付金につきましては、平成２６年度決算納付額と平成２７年

度中間納付額をあわせた１１８万１千円を計上しております。 

 また、２８節の繰出金は、水道事業会計への繰出金であり、下水道使用料の賦課徴収事

務の委託費として、前年比２２万８千円増の１６４万７千円の計上でありますが、増額の

要因としましては、検針業務委託単価の増及び検針票作成による費用の増でございます。 

 ２項、１目の農業集落排水管理費につきましては、前年と比較し２８０万２千円増の５，

８０８万９千円を計上しておりますが、１１節の需用費から１４節の使用料及び賃借料ま

でにつきましては、訓子府処理施設、末広処理施設、日出処理施設の管理経費を計上して

おります。前年と比較して修繕料では１００万円減の６００万円を計上、光熱水費で電気

料値上げにより３１３万３千円増の１，４２４万３千円、１２節、役務費では１０万３千

円増の３７９万３千円、１３節、委託料及び１４節、使用料及び賃借料は前年同額を計上

してございます。 

 ３１３ページ、１５節、工事請負費１５０万円につきましては、住宅等新築に伴います

公共桝設置工事として３カ所分の経費を計上してございます。 

 次に、３１２ページ、２目の個別排水管理費につきましては、前年と比較し２２万円減

の１，５２４万１千円を計上しております。１１節、需用費は、合併浄化槽消耗品及び付

帯設備部品の交換、修繕費用として３３万３千円を計上してございます。１２節、役務費

の手数料は、浄化槽の法定検査費用として、平成２６年度新規設置及び本年度設置予定を

含めて９万円増の１８４万７千円を計上しております。１３節、委託料の浄化槽保守点検

業務につきましては、稼働浄化槽の維持管理上の故障が少ないことから、通常点検数を年

３回から２回に減らしたことによりまして、４０万３千円減の１，２７９万５千円を計上

しております。 
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 次に、２款、１項、下水道事業費、１目の農業集落排水事業費につきましては、前年と

比較し１６１万３千円減の５，７３８万１千円を計上しております。１５節、工事請負費

では、道道北見置戸線交通安全工事若富工区において支障となります下水道管及び公共桝

の移設、マンホール天端高調整工事費として９３４万２千円、また、補助事業であります

農業集落排水事業を活用した訓子府地区農業集落排水管理センターの中央監視装置更新工

事費として４，８００万円をそれぞれ計上してございます。 

 ２目の個別排水処理施設整備事業費につきましては、前年と比較し７０５万１千円減の

１，７２６万８千円を計上しております。 

 １３節、委託料では、浄化槽新設５基分の実施測量設計業務として９４万５千円を計上

しておりますが、前年度計上しておりました地質試験業務につきましては、ここ数年地質

試験業務を必要とする箇所がないことから、２７年度は減額してございます。 

 １５節、工事請負費につきましても、本年度５基の設置工事分として１，６００万円を

計上しております。 

 次に、３１４ページ、３款、１項、公債費、１目の元金につきましては、下水道を開始

した昭和６３年度からの借入残額６億８，７５６万７千円に対します長期債元金として６，

０８１万１千円を計上しております。 

 ２目の利子につきましては、長期債利子として１，５００万２千円を計上してございま

す。また、一時借入金利子は、借入限度額を１億円、借入利率１．５％、借入期間３０日

として、それに伴います利子として１２万４千円を計上しております。 

 次に、３１６ページにつきましては、地方債の調書でありまして、平成２７年度末にお

ける元金残高は、表の右下に記載のとおり６億６，３１５万６千円となる見込みでありま

す。 

 次の３１７ページは、特別職、経営審議会委員の給与費明細書を一般会計に準じて作成

しておりますので、後ほどご覧をいただきたいと存じます。 

 以上、平成２７年度訓子府町下水道事業特別会計の予算について、その提案説明をさせ

ていただきましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 次に、議案第１５号 平成２７年度訓子府町水道事業会計予算に

ついての提案理由の説明を求めます。予算書３１８ページでございます。 

 上下水道課長。 

○上下水道課長（遠藤琢磨君） 予算書の３１８ページでございます。 

 議案第１５号 平成２７年度訓子府町水道事業会計予算について、提案説明をさせてい

ただきます。 

 予算書に入ります前に別冊の「各会計予算案の説明資料」４２ページをお開き願いたい

と思います。水道事業会計の投資的事業について概要を記載しております。また、４６ペ

ージ、４７ページには、その整備箇所について図示しておりますが、後ほどご覧いただく

こととし、この資料の内容につきましては、説明を省略させていただきます。 

 それでは、予算書の３１８ページに戻りまして、内容の説明をさせていただきます。 

 まず、第２条の業務の予定量でありますが、給水件数につきましては、前年の最大件数

２，１０５件に新年度分を見込み２，１２０件とし、年間総給水量は、６４万５千㎥、１

日平均給水量は、１，７６２㎥としております。 
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 主要な建設改良事業につきましては、北海道横断自動車道支障物件移設事業、総事業費

７５６万円、道道北見置戸線支障物件移設事業、総事業費１，５１２万円、道道置戸訓子

府北見線支障物件移設事業、総事業費３２万４千円、南７線道路改良支障物件移設事業、

総事業費１，４０４万円、老朽管更新事業、総事業費３，３１５万６千円の予算計上であ

ります。 

 次に、第３条では、収益的収入及び支出の予定額を定めるもので、収入につきましては、

第１款の水道事業収益で、第１項、営業収益、第２項、営業外収益、第３項、特別収益を

あわせまして１億８，２２１万円の計上であります。 

 支出につきましては、第１款の水道事業費では、第１項、営業費用、第２項、営業外費

用、第３項、予備費をあわせ１億４，６３６万２千円の計上であります。 

 次に、第４条では、資本的収入及び支出の予定額を定めるものであります。まず収入で

ありますが、第１款の資本的収入で、第１項、企業債から第４項、出資金までをあわせ７，

９２９万円を計上しております。 

 また、支出につきましては、第１款の資本的支出で第１項、建設改良費、第２項、企業

債償還金をあわせ１億１，５０１万１千円であります。 

 収入額が支出額に対して不足いたします３，５７２万１千円につきましては、過年度分

損益勘定留保資金で補てんするものであります。 

 なお、３条の収益的収支及び４条の資本的収支の計上内容につきましては、後ほど３２

２ページ以降の実施計画説明書で説明させていただきます。 

 次に、３１９ページ、第５条の企業債につきましては、表に記載のとおり、各事業ごと

の起債の限度額合計を４，３１０万円とし、証書借入で年利５％以内、償還方法は記載の

とおり定めようとするものであります。 

 第６条の一時借入金の限度額につきましては、１億円と定めるもので、前年と同額の計

上でございます。 

 第７条につきましては、議会の議決を経なければ流用することのできない経費として、

職員給与費３，３３９万２千円を定めるものであります。 

 次の第８条につきましては、一般会計などから、この会計に補助を受ける金額を２，０

７７万２千円と定めるものであります。 

 第９条のたな卸資産につきましては、メーター器等の購入限度額を６４２万９千円と定

めるものであります。 

 次に、３２０ページと３２１ページにつきましては、収益的収支と資本的収支の款別の

予算額を掲載しておりますので、後ほどご覧をいただくこととし、それでは、３２２ペー

ジ以降の「平成２７度 訓子府町水道事業会計予算実施計画説明書」について、説明をさ

せていただきます。これにつきましては、一般会計の事項別明細書にあたるものでござい

ます。 

 まず、収益的収入及び支出の収益的収入でありますが、１款、水道事業収益につきまし

ては、前年と比較し４９万９千円減の総額１億８，２２１万円の計上であります。その内

訳につきましては、１項、営業収益の１目、給水収益の水道料金では、過去３年間の使用

水量を勘案した結果、１億５，２４４万４千円を計上しております。 

 ２目、その他営業収益につきましては１９６万７千円の計上で、手数料については前年
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同額の２２万円、負担金につきましては、下水道会計負担金で検針委託料単価の増などに

より２２万８千円増額となり、１７４万７千円を計上してございます。 

 次に、２項、営業外収益は、前年と比較し１３１万９千円減額の１，８８２万３千円を

計上し、その内訳として、１目、受取利息につきましては、定期預金と普通預金の預金利

息で１２万３千円を計上してございます。 

 ２目、他会計補助金５２８万７千円の計上につきましては、一般会計から過去に行いま

した事業の起債償還利息に対する補助金として４８６万７千円と、繰り出し基準に基づき

児童手当負担金分４２万円を計上しております。 

 ３目の長期前受金戻入は、前年と比較し１０７万５千円減の１，３４１万円を計上、こ

の科目につきましては、２６年度より新設されたものでございまして、補助金、補償金、

負担金、受贈財産をもって取得または改良した償却資産の補助金等をその償却資産の減価

償却にあわせ収益化するものでございます。 

 内訳につきましては、補助金として他会計補助金、国庫補助金、道補助金あわせ８９９

万円、工事負担金として８万円、受贈財産評価額として４３４万円になっております。 

 ３項の特別利益、１目、その他特別利益８９７万６千円の計上は、過去において収益化

していなかった他会計からの償還元金について、過去の長期前受金戻入額を特別利益とし

て計上しております。 

 次に、３２３ページ、収益的支出でございます。１款の水道事業費につきましては、前

年と比較し１，３４５万３千円減の総額１億４，６３６万２千円の計上であります。 

 １項、営業費用の１目、原水及び浄水費につきましては、１，９５２万１千円の計上で

ありますが、賃金から光熱水費までについては、通常の維持管理経費を計上しております。 

 委託料につきましては、将来的な水道事業運営や施設展開を検討していく上の基礎資料

として、季節ごと、年次ごとの流量変化を観測するため、昨年に引き続き大谷水源の流量

観測委託料１２０万円を計上しております。 

 手数料では、水質検査手数料が２６年度入札結果により単価が安価となっていることか

ら、前年と比較し９１万４千円減の２２１万７千円を計上しております。 

 また、修繕費では、開盛水源井戸清掃修繕料１４９万１千円を含みまして、前年と比較

して７６７万８千円減の３４９万１千円を計上しております。 

 動力費につきましては、６５４万６千円の計上ですが、各施設の機器運転のための動力

電気料を計上してございます。電気料単価の値上げによりまして、前年と比較し９９万３

千円増額をしております。 

 薬品費につきましては、薬品品質を一部、特級から１級に変更したことから、前年と比

較し９万１千円減額の９４万８千円を計上してございます。 

 負担金の鹿ノ子ダム維持管理負担金につきましては、鹿ノ子ダムの維持管理費増額に伴

いまして１６万４千円増の１４０万６千円を計上しております。 

 次の２目、配水及び給水費につきましては、前年と比較し７０万８千円減の２，０９８

万６千円の計上でありますが、賃金から委託料までについては、通常の維持管理費を計上

してございます。 

 賃借料では、大谷浄水場、常盤配水池の管理道路及び民有地内の支障弁類敷地借上料２

４万円と重機借上料６８万３千円を計上してございます。 
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 修繕費では、検満メーター設備整備費でメーターの取り替え件数の減により２１万７千

円を減額し、４５９万９千円の計上です。施設機械等修繕では、通常の機械等修繕として

３００万円を計上しております。 

 動力費では、各施設の機器運転のための動力電気料として、電気料単価の値上げにより

前年と比較し５０万７千円増の４０６万１千円を計上しております。 

 また、材料費では、前年と比較し７７万１千円減の６９４万２千円の計上ですが、減額

の主な要因としましては、検満メーター分の購入数量が減になったことによるものでござ

います。 

 次の３２４ページ、３目、総係費につきましては、前年と比較し１３２万２千円減の４，

５９７万６千円の計上でありますが、報酬では、上下水道事業経営審議会を年２回の開催

分として３万６千円を計上しております。 

 賞与引当金繰入額２３６万７千円につきましては、２６年度新設された科目であります

が、２８年６月の賞与の内、２７年１２月から２８年３月分までに該当する金額を賞与引

当金に振替しておき２８年６月の賞与支払時に取り崩して使用するものでございます。 

 備消品費につきましては、各施設の異常通報を受信する携帯電話機２台分８万円を新た

に計上しておりますが、前年と比較し、前年度購入しました公用車のタイヤ購入費が減と

なったことから、１８万１千円減の２７万５千円を計上しております。 

 印刷製本費では、検針票を購入することから前年と比較し４５万２千円増の５２万４千

円を計上しております。 

 通信運搬費では、電話料で携帯電話料金６万５千円を新たに計上し、前年と比較し５万

６千円減の２３８万７千円を計上しております。 

 委託料では、検針等業務委託料の人件費単価が増額となったことから２５万円を増額し、

９９９万円を計上しております。 

 手数料では、携帯電話契約手数料７千円を新たに計上し、前年と比べ９千円増の６３万

円を計上してございます。 

 保険料では、車両保険料で、公用車の自賠責保険料２万８千円を増額し、火災保険料と

あわせ２５万５千円を計上しております。 

 貸倒引当金繰入額９千円につきましては、債権の回収不能が発生することを想定し引当

金に繰り入れるため計上するものであります。 

 次に、３２５ページ、４目の減価償却費でありますが、建物から鹿ノ子ダム使用権まで

の総額３，９０５万１千円が本年度の償却分であります。また、５目の資産減耗費につき

ましても、除却対象分の構築物、機械及び装置、メーター器・メーターボックス等の工具

器具及び備品の総額１５９万９千円の計上でありますけれども、いずれも現金支出の伴わ

ない企業会計特有の予算計上でございます。 

 次に、２項、営業外費用、１目の支払利息につきましては、前年と比較し８５万３千円

減の１，３１２万円の計上であります。企業債利息が１，２９３万５千円の計上、一時借

入金利息は、借入限度額を１億円、利率を１．５％、借入期間４５日と定め、１８万５千

円を計上しております。 

 ２目の繰延資産償却費の開発費償却でございますが、長期に使用する計画作成等に伴う

費用を償却するものであり、前年と同額の１８９万円を計上してございます。 
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 ３目の消費税及び地方消費税につきましては、前年と比較し６５万６千円増の３７１万

９千円の計上であります。 

 次に、３２６ページ、資本的収入及び支出の資本的収入について説明いたします。 

 １款の資本的収入につきましては、前年と比較し３１２万円減の総額７，９２９万円の

計上であります。 

 １項、１目の建設改良等に充てるための企業債４，３１０万円につきましては、説明欄

に記載のとおり２７年度実施予定の各事業の起債借入額を計上してございます。 

 ２項、１目の他会計補助金１，５４８万５千円につきましては、過去に実施しました事

業の起債償還元金に対します一般会計からの補助金を計上しております。 

 ３項、１目、補償金につきましては、前年と比べ１，５３９万３千円減の６０８万１千

円の計上であり、各事業の補償金の金額は、説明欄に記載のとおりでございます。 

 ４項、１目、出資金につきましては、前年と比べ６９１万２千円増の１，４６２万４千

円の計上であり、２７年度実施の事業に対し、地方公営企業繰出基準の内、上水道の出資

に要する経費で水道管の耐震化事業に対し一般会計から出資金として受けるものでありま

す。各事業に対する出資金の額については、説明欄に記載のとおりでございます。 

 次に、３２７ページ、資本的支出の１款、資本的支出につきましては、前年と比較し１，

０２９万６千円減の総額１億１，５０１万１千円の計上でありますが、主な減額の要因は、

２６年度におきまして施設整備費１，８０３万６千円を計上しておりましたが、２７年度

は施設整備がございませんので、その部分を減額したことによるものでございます。 

 １項、１目の施設改良費につきましては、前年と比較し１，０３０万３千円増の７，０

２０万円を計上しており、２７年度実施の各工事の金額は、説明欄に記載のとおりであり

ます。 

 ２目の固定資産購入費につきましては、量水器設備費としてメーター器２６台分の購入

代金として５８万９千円を計上してございます。 

 次の２項、１目の企業債償還金につきましては、前年と比較し２５５万円減の４，４２

２万２千円を計上してございます。 

 次に、３２８ページの平成２７年度訓子府町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算

書につきましては、活動ごとの一会計期間の現金の流れを見るための報告書であり、表の

中のⅠからⅢまでは活動ごとの現金の流れを示しております。Ⅳの資金増加額２，９８２

万１千円につきましては、２７年度中の現金の流れのトータルの金額でございます。 

 Ⅴの資金期首残高４億４３７万７千円につきましては、平成２６年度末の資金残高であ

り、３３４ページにあります平成２６年度予定貸借対照表の２の（１）現金預金の額と同

じ額がここに記載されております。キャッシュ・フロー計算書に戻っていただきまして、

Ⅵの資金期末残高４億３，４１９万８千円につきましては、資金増加額と期首残高の合計

額で、平成２７年度末の予定残高となっておりまして、３３１ページ、２の（１）現金預

金の額と同額になってございます。 

 ３２９ページから３３０ページの給与費明細書につきましては、一般会計に準じて作成

しておりますので、後ほどご覧いただくこととし、説明は省略させていただきます。 

 次に、３３１ページから３３３ページにつきましては、平成２７年度の予定貸借対照表

であります。この表につきましても予算の計上、執行に直接関係いたしませんので、説明
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は省略させていただきます。 

 次の３３４ページから３３６ページにつきましては、平成２６年度の予定貸借対照表で

ありますが、この表につきましても予算の計上、執行に直接関係しませんので、説明は省

略させていただきます。 

 次の３３７ページにつきましては、平成２６年度末時点における収益的収支の決算見込

みから税抜きをした予定損益計算書であります。これにつきましても、後ほどご覧いただ

くこととしまして説明を省略させていただきます。 

 以上、平成２７年度訓子府町水道事業会計の予算について、その提案説明をさせていた

だきましたが、ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 以上で、議案第１８号、議案第２０号、議案第２１号、議案第２

３号及び議案第１０号から議案第１５号までの各案に対する提案理由の説明が終了いたし

ました。 

 

    ◎議案第１６号、議案第１７号 

○議長（橋本憲治君） この際、日程第２１、議案第１６号、日程第２２、議案第１７号

は、関連する議案なので一括議題といたしたいと思います。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１６号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整備等に関する条例の制定についての提案理由の説明を求めます。

議案書８１ページでございます。 

 管理課長。 

○管理課長（山内啓伸君） 議案書になりますけども、議案書の８１ページをお開きいた

だきたいと思います。 

 議案第１６号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係条例の整備等に関する条例の制定について。 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備等に関する条例を次のように制定しようとする。 

 記以下ですが、今回の法改正に伴い、８２ページで説明いたしますが、既存条例につい

て、廃止を含め三つの条例の整備が必要なことから、第１条から３条まで条立てしており、

また、新たに一つの条例を制定する必要があり、後ほど説明しますが、議案第１７号での

提案となっております。 

 これらの改正につきましては、各市町村で手法の違いは多少ありますけども、同様の改

正をこの３月議会で提案しており、近隣とも情報交換しながら対応したところであります。 

 今回の法改正では、条例に関する部分において、大きく三つのポイントがありまして、

まず１点目として「教育長」は首長が議会の同意を受けて直接任命する「特別職」と位置

付けられたこと。 

 ２点目として「教育長」は「特別職」ではあるが、法の中で「常勤」であり、「法又は条

例に定める場合を除き、職務専念の義務がある」というふうに規定されていること。 

 それと３点目として「教育委員長」がなくなって、その役割が「教育長」に一本化され

るものです。 
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 また、施行期日については、法の施行日である平成２７年４月１日となりますが、現在

の教育長の任期中は、旧制度を踏襲する経過措置があります。 

 それでは、１条ずつ説明していきます。 

 ８２ページ、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係条例の整備等に関する条例。 

 教育委員会教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の廃止。 

 第１条、教育委員会教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和３１年条例

第３６号）は、廃止する。 

 これにつきましては、三つのポイントの１点目と２点目にあたるものでございます。 

 まず、特別職となることに伴いまして、職務専念義務を免除する条例が、現行では教育

長は一般職として「職務に専念する義務の特例に関する条例」この中で規定されておりま

すが、特別職となり、適用外となるため、新たに条例化をする必要があります。 

 また、常勤であることを規定するためには、勤務時間を確定する必要がありますけども、

現行の条例については、内容を大幅に変更する必要があることから、第１条で示してある

とおり、教育委員会教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例を廃止した上で、新

たに、後で説明しますが８５ページのとおり訓子府町教育委員会教育長の服務に関する条

例を制定して、この中で、勤務時間の確定と職務専念義務の免除を規定するということに

しております。 

 次に、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正。 

 第２条、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年条

例第３０号）の一部を次のように改正する。 

 別表１中、教育委員会の欄の委員長、委員長職務代理者を削り、委員のみの表記とし、

報酬月額を３３，０００円で一本化するものです。 

 次に、訓子府町議会委員会条例の一部改正。 

 第３条、訓子府町議会委員会条例（昭和４９年条例第１８号）の一部を次のように改正

する。 

 第１９条中「教育委員会の委員長」を「教育委員会の教育長」に改めるというものです。 

 これらは、先ほど説明した３点目の教育委員長が教育長に一本化されることによる改正

です。 

 附則といたしまして、施行期日、１ この条例は平成２７年４月１日から施行する。 

 経過措置、２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（平成２６年法律第７６号）

附則第２条第１項の規定により同項に規定する旧教育長が在職する間は、この条例による

改正後の規定にかかわらず、なお従前の例によるとしています。 

 以上です。 

○議長（橋本憲治君） 次に、議案第１７号 訓子府町教育委員会教育長の服務に関する

条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書８４ページです。 

 管理課長。 

○管理課長（山内啓伸君） 議案書の８４ページをお開きください。 

 議案第１７号 訓子府町教育委員会教育長の服務に関する条例の制定について。 

 訓子府町教育委員会教育長の服務に関する条例を次のように制定しようとする。 
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 記以下ですが、８５ページをお開きいただきたいと思います。 

 第１条では、先ほど説明したとおり、本条例を制定する趣旨を示しており、第２条では

勤務時間や休暇などについて、「職員の勤務時間、休暇等に関する条例」の条項で示したも

ので、例えば、第２条の規定というのは、週の勤務時間を３８時間４５分と規定したもの

です。あるいは第３条では、週休日を規定したもの。第６条は、休憩時間を規定していま

す。第１３条以降というのは、休暇を規定したものですけども、今までと同様に我々一般

職に準じるというような整理をここでしているというふうにご理解いただければと思いま

す。 

 第３条につきましても、一般職に準じて、先ほどの説明のとおり条例で規定する必要が

ある職務専念義務の免除を示したものでございます。 

 訓子府町教育委員会教育長の服務に関する条例。 

 趣旨、第１条、この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第１１条第５項の規定に基づき、教育長の勤務時間その他の勤務条件等に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 勤務時間及びその他の勤務条件、第２条、教育長の勤務時間及びその他の勤務条件につ

いては、「職員の勤務時間、休暇等に関する条例」（平成１４年条例第２１号）第２条から

第６条、第９条から第１１条及び第１３条から第１７条の適用を受ける職員、これが一般

職という意味なんですけども、これの例による。 

 職務に専念する義務の免除、第３条、教育長は、次の各号のいずれかに該当する場合に

おいては、あらかじめ教育委員会の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されるこ

とができる。（１）研修を受ける場合、（２）厚生に関する計画の実施に参加する場合、（３）

前２号に規定する場合を除くほか、教育委員会が必要と認める場合。 

 委任、第４条、この条例に定めるもののほか必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 附則については、先ほどの説明と同じでございます。 

 以上、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い議

案第１６号及び議案第１７号のとおり関係条例を整備しようとするものでありますので、

ご審議の上、ご決定賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 以上で、議案第１６号、議案第１７号の各案に対する提案理由の

説明が終わりました。 

 

    ◎議案第１９号、議案第２２号、議案第２４号 

○議長（橋本憲治君） 次に、日程第２３、議案第１９号、日程第２４、議案第２２号、

日程第２５、議案第２４号を議題といたします。 

 各案に対する提出者からの提案理由の説明を求めます。 

 まず、議案第１９号 訓子府町行政手続条例の一部を改正する条例の制定についての提

案理由の説明を求めます。議案書９１ページでございます。 

 総務課長。 

○総務課長（森谷清和君） 議案書の９１ページをご覧ください。 

 議案第１９号 訓子府町行政手続条例の一部を改正する条例の制定について。 

 訓子府町行政手続条例（平成９年条例第１１号）の一部を改正する条例を次のように制
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定しようとするものでございます。 

 今回の改正につきましては、下の説明文にありますように、行政手続法の一部を改正す

る法律の施行に伴い改正するものでございます。 

 また、ご承知のとおり行政手続条例は、行政手続法第３条第３項において適用除外とな

っている処分、行政指導及び届出に関する手続に関し規定するものでありますので、これ

らを踏まえて説明させていただきたいと思います。 

 次の９２ページから９３ページまで改正文がありますが、９２ページをご覧ください。 

 まず、目次の改正ですが、目次中、「第４章 行政指導（第３０条―第３４条）」を「第

４章 行政指導（第３０条―第３４条の２）」「第４章の２ 処分等の求め（第３４条の３）」

に改めるものでございます。 

 次に、常用漢字の改定に伴う改正で、本則中、「名あて人」、「かかわる」、「かんがみ」の

三つの字句の表記を改めるものでございます。 

 これ以降の改正内容につきましては、９４ページから９６ページまでの新旧対照表によ

りご説明いたします。 

 ９４ページをお開きください。 

 まず、対照表の枠外にコメ印で「常用漢字の改定に伴う字句の改正を除いた新旧対照表

となっております」と記載しておりますが、これにつきましては、先ほどの三つの字句の

表記の改正がありましたが、それらを除いて記載しているということでご理解いただきた

いと思います。 

 表につきましては、右に現行規定、左に改正案を記載し、下線部分が改正する箇所とな

っております。 

 上から順に行きますと、第４章の目次でございますが、これは先ほど改正文の中で説明

したとおりでございます。 

 次に、第２条の定義でございます。 

 第３号に処分の規定がございますが、ここでは、行政手続法で適用除外となっておりま

す地方公共団体の機関がする条例等に基づく処分等の行為について規定するとともに、条

文中、同条第７号、第３２条及び第３３条第２項は、いずれも行政指導に関する処分規定

を含んでおり、これらは条例、規則だけではなく、法律に基づく処分も含むことから、た

だし書きを規定することとしております。 

 第３条は、適用除外の範囲を新たに設けた第４章の２までと改めるものでございます。 

 次のページまでまたがっておりますが、第３３条の行政指導の方式では、現行の第２項、

第３項をそれぞれ１項ずつ繰り下げ、第２項として、行政指導をする際に行政機関が許認

可等をする権限又は許認可等に基づく処分をする権限を行使し得る旨示すときに、相手方

に示すべき事項を追加規定し、行政指導の手続きの透明性を高め、不適切な行政指導の防

止などを図ることとしております。 

 また、第２項が追加となったことにより、同条第３項中、「前項」とあるのを「前２項」

に改めるものでございます。 

 ９５ページから９６ページまでまたがっておりますが、第３４条の２も新たに追加する

条文でございます。 

 新たに追加するのは、行政指導の相手方が、その行政指導が法律又は条例に規定する要
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件に適合しないと思料する場合は中止を求めることができること、また、その場合の申出

方法と申し出があった場合の行政機関の措置を規定するものでございます。 

 次に９６ページでございますが、第４章の２、「処分等の求め」を新たに追加し、第３４

条の３として、法令に違反する事実がある場合、その是正のためにされるべき処分又は行

政指導がされていないと思料するときは、処分する権限を有する行政庁又は当該行政指導

をする権限を有する行政機関に対し、その旨を申し出て、処分又は行政指導をすることを

求めることができること、また、その場合の申出方法と申し出があった場合の行政庁又は

行政機関の措置を規定するものでございます。 

 ９３ページに戻っていただき、附則をご覧いただきたいのですけれども、第１項では、

施行期日を規定しており、平成２７年４月１日から施行。 

 第２項では、町税条例の一部改正を規定しており、町税条例の第６条の２第２項で、訓

子府町行政手続条例の適用除外を規定しております。今回の改正で、第３３条において項

の繰り下げがございましたので、それに伴い改正するものでございます。 

 以上、議案第１９号 訓子府町行政手続条例の一部を改正する条例の制定について、提

案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定いただきますようよろしくお

願いします。 

○議長（橋本憲治君） 次に、議案第２２号 訓子府町介護保険法に基づき地域包括支援

センターの設置者が遵守すべき基準に関する条例の制定についての提案理由の説明を求め

ます。議案書１０３ページです。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（渡辺克人君） 議案書の１０３ページをお開き願います。 

 議案第２２号 訓子府町介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵守すべ

き基準に関する条例の制定について、提案理由の説明をさせていただきます。 

 訓子府町介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵守すべき基準に関する

条例を次のように制定しようとするものであります。 

 このページの一番下の説明欄にありますように地域の自主性及び自立性を高めるための

改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の制定に鑑
かんが

み、地域包括支援センタ

ーの設置者が遵守すべき基準に関する条例を定めるものであります。 

 介護保険法の改正により、これまで厚生労働省令によって定められておりました地域包

括支援センターの設置者が遵守すべき基準について、市町村が地域の実情に応じて条例で

定めることとされました。 

 これまで定められていた基準は、条例に定めるにあたって「基準に従い定める」もの、「基

準を参酌
さんしゃく

する」ものの２種類に分類されましたが、本町においては、基準省令と異なる基

準とすべき特段の事情や地域性が認められないことから、厚生労働省令の基準のとおり規

定することとしております。 

 １０４ページに条例全文を記載しておりますので、ご説明いたします。 

 条例の名称は、訓子府町介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵守すべ

き基準に関する条例であります。 

 第１条は、条例の趣旨を規定しておりまして、介護保険法の規定により、地域包括支援

センターの設置者が遵守すべき基準を定めることとしております。 
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 第２条は、職員に係る基準と員数についての規定ですが、第１号被保険者の人数に対応

する配置すべき専門職員の人数を規定しております。 

 参考までに申しますと本町の地域包括支援センターは、第１号被保険者が約１，８００

人でありますので、第２号に該当することとなり、保健師、社会福祉士又は主任介護支援

専門員その他これらに準ずる者のうちから２人となります。 

 第３条は、その他の事項に係る基準についての規定でありますが、地域包括支援センタ

ーが実施する包括支援事業の運営のあり方について、それと地域包括支援センター運営協

議会の意見尊重及び運営姿勢について規定しております。 

 最後に、附則であります。 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行するものであります。 

 以上、訓子府町介護保険法に基づき地域包括支援センターの設置者が遵守すべき基準に

関する条例の制定について、その提案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、

ご決定賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 次に、議案第２４号 訓子府町指定介護予防支援等に関する基準

を定める条例の制定についての提案理由の説明を求めます。議案書１１１ページです。 

 福祉保健課長。 

○福祉保健課長（渡辺克人君） 議案書の１１１ページをお開き願います。 

 議案第２４号 訓子府町指定介護予防支援等に関する基準を定める条例の制定について、

提案理由の説明をさせていただきます。 

 訓子府町指定介護予防支援等に関する基準を定める条例を次のように制定しようとする

ものであります。 

 このページの一番下の説明欄にありますように、地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の制定に鑑
かんが

み、指定介護予防支援

等の基準を定めるものであります。 

 介護保険法の改正により、これまで厚生労働省令によって定められておりました指定介

護予防支援等の事業の人員基準や運営基準等について、市町村が地域の実情に応じて、条

例で定めることとされました。 

 これまで定められていた基準は、条例に定めるにあたって「基準に従い定める」もの、「基

準を標準として定める」もの、「基準を参酌
さんしゃく

する」ものの３種類に分類されましたが、本町

においては、現在、特に参酌
さんしゃく

すべき項目がないと思われることから、基本的に該当するす

べての基準について、省令の規程に従うものとし、条例の中で引用規定を用いることとし

ております。 

 この条例で規定される内容につきましては、現行の省令で規定されている「従業者など

人員基準」「サービス運営基準」「効果的な支援方法」「申請者適格」となりますが、今回の

提案の一つの条例により、全てを引用するものとなります。 

 また、条例の中に本町が独自に盛り込む基準といたしましては、厚生労働省令の規定の

中で、「文書の保存期間」について、すべて「２年間」となっておりますが、そのうち介護

報酬の請求に関する文書については、地方自治法による返還請求権の期間にあわせ「５年

間」として、読替規定を設けることとしております。 

 １１２ページに条例全文を記載しておりますので、ご説明いたします。 
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 条例の名称は、訓子府町指定介護予防支援等に関する基準を定める条例であります。 

 第１条は、条例の趣旨を規定しておりまして、介護保険法の規定により、指定介護予防

支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等について、必要な事項を定めることとしております。 

 第２条は、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準についての規定ですが、平成１８年厚

生労働省令第３７号「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」に定める基準をもって、そ

の基準とすると定めるものであり、条例の中で省令を引用することとしております。 

 第３条は、先ほどご説明しましたとおり文書の保存年数について、本町独自の規定によ

る、読替規定となります。 

 第４条は、事業者の指定に関する基準についての規定でありますが、介護保険法の改正

により、事業者の指定に関する基準について条例に委任されたものでありますが、指定介

護予防支援等のサービス事業者の指定においては、法人である者と定めるものであります。 

 最後に、附則であります。 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行するものであります。 

 以上、訓子府町指定介護予防支援等に関する基準を定める条例の制定について、その提

案理由の説明をさせていただきました。ご審議の上、ご決定賜りますようよろしくお願い

申し上げます。 

○議長（橋本憲治君） 以上をもって、議案第１９号、議案第２２号、議案第２４号の各

案に対する提案理由の説明が終了いたしました。 

 

    ◎議事日程の変更 

○議長（橋本憲治君） ここで、議事について、議会運営委員長並びに副議長と協議のた

め、午後３時１５分まで休憩をしたいと思います。 

 

休憩 午後 ３時 ６分 

再開 午後 ３時１５分 

 

○議長（橋本憲治君） 休憩前に戻り、会議を再開いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま、議会運営委員長並びに副議長と協議の結果、これより、日程の順序を変更し、

日程第２８、報告第１号、日程第２９、報告第２号、日程第３０、報告第３号を先に審議

したいと思います。 

 これに、ご異議ございませんか。 

（「異議なし」との声あり） 

○議長（橋本憲治君） 異議なしと認めます。 

 よって、この際、日程の順序を変更し、日程第２８、報告第１号、日程第２９、報告第

２号、日程第３０、報告第３号を先に審議することに決定いたしました。 
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    ◎報告第１号 

○議長（橋本憲治君） それでは、日程第２８、報告第１号 定期監査結果報告について

を議題といたします。議案書１１５ページでございます。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（森谷 勇君） それでは、ご報告申し上げます。 

 議案書の１１５ページをお開き願います。 

 報告第１号 

   定期監査結果報告について 

 監査委員から定期監査について、次のとおり報告があった。 

 平成２７年 ３月 ５日提出 

 訓子府町議会議長 橋本憲治 

記 

別     紙 

 次のページ、１１６ページをご覧いただきたいと思います。 

 平成２７年２月５日 

 訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 様 

 訓子府町監査委員 山 田  稔 

 訓子府町監査委員 小 林 一甫 

平成２６年度 定期監査の結果報告について 

 地方自治法第１９９条第９項の規定によって、平成２６年度の定期監査の結果を報告し

ます。 

記 

平成２６年度 定期監査結果報告書 別紙 

 １１８ページをお開き願います。 

 その中に、３．「監査結果及び意見」という項目がございます。 

 この項目のみを朗読させていただきまして、それ以外の報告書の資料につきましては、

説明を省略させていただきたいと思います。 

 ３．「監査結果及び意見」 

 平成２６年度定期監査は、平成２６年１２月３１日現在の全会計における財務事務の執

行と今後の見通し、事業の経営管理等について監査を実施しました。 

 監査の内容は、各課等単位に担当事務事業について共通項目として備品の調達と処分状

況及び個別項目として本年度の重点事業を中心に１８項目にわたり事務事業（別紙１参照）

を指定しました。この１８項目を中心に事前提出のあった資料について、担当職員から説

明を受け、質疑を行い、関係書類の突合・点検を行ったものです。 

 この結果、事務事業は法令等に沿って適正に執行管理が行われていることを認めます。 

 なお、本年度の残り期間についても、次の事項に留意し、さらに良好な状況を継続され

ることを望みます。 

 ①「財政健全化戦略プラン」は本年度をもって終了しますが、地方自治体において財政

健全化は永遠のテーマであり、このプランの精神をさらに高められること。 

   さらに来年度以降に予想される大型事業に対し財源確保を含め、計画性をもち、今
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後の町財政への圧迫感を減少させる工夫を図ること。 

 ② 国民健康保険事業については、国において制度改革を検討していますが、当面は一

般会計からの繰り入れ措置で、収支バランスを図ることが継続していく状況となると

思われます。 

   本年度の国民健康保険税の徴収は高水準を維持し、会計運営を支えているところで

すが、さらに滞納繰越分の減少にも工夫をこらし、少しでも一般会計からの繰り入れ

が減少される努力を図ること。 

 ③ 上水道事業については、町民の生活を守る重要な事業のひとつであり本年度も円滑

な給配水が続けられていて、町民の信頼感も高いものと思われます。 

今後、財政面の観点から有収率の減少を食い止めるため、漏水箇所の早期探査等の

実施を進めることが肝要であり、そのことを基盤として「水道ビジョン」の実現への

努力を継続していくこと。 

 以上であります。 

○議長（橋本憲治君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第２号 

○議長（橋本憲治君） 次に、日程第２９、報告第２号 出納検査結果報告についてを議

題といたします。議案書１３１ページでございます。 

 職員に報告を朗読させます。 

○議会事務局長（森谷 勇君） それでは、ご報告申し上げます。 

 議案書の１３１ページをお開き願います。 

報告第２号 

出納検査結果報告について 

監査委員から出納検査について、次のとおり報告があった 

平成２７年 ３月 ５日提出 

 訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２７年１月１３日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 橋本 憲治 様 

平成２７年 １月１３日 

訓子府町監査委員 山 田   稔 

訓子府町監査委員 小 林 一 甫 

次のページ１３２ページ、１３３ページ、１３４ページにつきましては、説明を省略さ

せていただきまして、１３５ページをお開き願います。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２７年２月１２日町会計

管理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 
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記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 橋本 憲治 様 

平成２７年 ２月１２日 

訓子府町監査委員 山 田   稔 

訓子府町監査委員 小 林 一 甫 

 次のページ１３６ページ、１３７ページ、１３８ページにつきましても、先ほどと同様

説明を省略させていただきます。 

 続きまして、昨日、追加で配布させていただきました３月分の例月出納検査結果報告に

ついて、ご報告申し上げます。１３９ページでございます。 

出納検査結果報告 

 地方自治法第２３５条の２第１項による例月出納検査を、平成２７年３月４日町会計管

理者等に対し執行したので、その結果を次のとおり報告します。 

記 

１．出納事務は適法に行われ、異状ないものと認める。 

訓子府町議会議長 橋 本 憲 治 様 

平成２７年 ３月 ４日 

訓子府町監査委員 山 田   稔 

訓子府町監査委員 小 林 一 甫 

 次のページの１４０ページ、１４１ページ、１４２ページにつきましても、先の２件と

同様、説明を省略させていただきます。 

 以上でございます。 

○議長（橋本憲治君） 以上で、本報告を終わります。 

 

    ◎報告第３号 

○議長（橋本憲治君） 次に、日程第３０、報告第３号 所管事務調査結果報告について

を議題といたします。議案書１４３ページでございます 

 ２つの常任委員会から平成２６年度の閉会中に実施した所管事務調査について、会議規

則第４１条第１項の規定により、各常任委員長から報告をいただきます。 

 まず最初に、総務文教常任委員会からお願いをいたしたいと思います。 

○３番（西山由美子君） ただいま、議長からのお許しをいただきましたので、平成２６

年度 総務文教常任委員会 所管事務調査の結果について、ご報告申し上げます。 

 この所管事務調査につきましては、平成２６年第１回定例会におきまして、平成２６年

４月１日から平成２７年３月３１日までの間、閉会中も継続調査できるよう議決を受け、

実施したものであります。 

 具体的な調査及び質疑の内容については、省略いたしますが、平成２７年１月２９日に

は、委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として、報告書のとおり

調査所見として、まとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容につきましては、調査所見の朗読をもって報告にかえさせていただきた

いと思います。 



 - 56 - 

（１） 入札については、今後とも適正な執行に努めるとともに、町内の雇用や経済効果

など地域循環型経済を考慮し進めていくことを求めるものである。 

    また、今後実施が予定される大型事業についても、地元企業の入札参加および工

事参入について、考慮されることを望むものである。 

（２） まちづくり推進会議については、会議の目的とその方向性を地域も含め一体化す

る中で進めていくことが課題と認められる。今後も継続していく場合は、町民がま

ちづくりに参画していくための制度構築も検討していく必要がある。 

    まちづくりパワーアップ特別対策事業については、新規事業や地域コミュニティ

ーへの支援として、その成果が認められるところである。しかし、事業の一部にそ

の制度内容の周知や内容に課題があるものも見受けられ改善していく必要がある。 

（３） 税の収納状況については、職員の徴収努力により、その成果が認められるところ

である。 

    なお、税の公平性の原則からも引き続き、滞納繰越額の縮減と新たな滞納者の抑

制のため、努力を求めるものであるが、これまでと同様、滞納者の課税状況や生活

実態に配慮した対応を望むものである。 

（４） 国民健康保険事業については、事業の健全な運営をめざし、その課題である医療

給付費の抑制のため各課と連携した総合的な対策の確立を求めるものである。さら

に、国の制度改正を見据えながら事業の安定化のため、引き続き国に対し国庫負担

率の引き上げを求めていく必要がある。 

    短期証や資格証明書の発行にあたっては、これまでと同様、家族構成や生活実態

に配慮した対応を望むものである。 

（５） 介護保険制度の改正に伴う要支援者のサービス提供にあたっては、サービスの低

下を招かないよう、実態に応じた取り扱いを求めるとともに、十分な制度の周知を

図ることを求めるものである。 

    高齢化率の上昇により増加が予想される認知症に対し、町民の理解を広め患者や

その家族を支える体制づくりを望むものである。 

    高齢者ハイヤー利用サービス、路線バス高齢者利用支援事業など、高齢者の足の

確保については、利用者から評価を受けているものと認められる。今後においては、

制度の周知方法の工夫と利用者の意見を参考に、制度の拡充についても検討を望む

ものである。 

（６） 児童センターについては、その目的が果たされていると認められる。今後とも利

用状況、さらには支援の必要な児童の受け入れについても指導員の配置などに十分

に配慮し、センターの充実に努めることを望むものである。 

（７） 各種予防業務の実施については、高齢化が進む中で町民の健康意識の高揚を図る

必要があり、特に各種健診についてその重要性を町民に働きかけ、理解を深めてい

くことを求めるものである。 

    さらに、受診したことによる成果などを町民に周知し、受診率の向上につなげて

いくことを望むものである。 

（８） 子育て支援センターについては、子育て世代の母親などの交流の場、情報交換の

場として、その役割は果たされていると認められるが、さらに町外利用者への拡大
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も含め「子育てのまち」としてのＰＲなど、発展的な展開を望むものである。 

    また、子育てに関し悩みや不安を抱え、孤立していくことを防ぐため、関係各課、

各機関と連携を図り対応していくことを望むものである。 

（９） 保育園および幼稚園の運営については、こども園の開設に向け、その運営体制並

びにカリキュラムなどを早い段階で保護者に示し、理解を求めていく必要がある。 

    さらに、こども園整備事業並びに隣接地への大型スーパー出店に伴い、交通安全

対策を十分講じることを望むものである。 

（10） 町営温水プールについては、事故防止に最善を尽くしていきながら、管理経費の

縮減のための工夫をさらに望むものである。 

    また、町民へのスポーツの普及と健康管理を目的とした温水プールとして、その

役割を町民に位置づけられる努力と高齢者などに配慮した企画を立案し、利用者拡

大を図ることを求めるものである。 

（11） 図書館の運営については、相互賃借などにより図書利用の効率化をさらに進める

とともに、今後は高齢者が心豊かで健康な高齢化時代を過ごすため図書の利用拡大

に向けた検討を望むものである。 

（12） 歴史館の運営については、今後開基１２０年を迎えるにあたり、これまでの歴史

を町民に伝え、さらに後世に残す取り組みを望むものである。 

（13） その他委員会に属する事項 

   ① 職員の時間外勤務の状況については、健康管理の面からも時間外の低減を図る

必要があり、より一層事務の効率化を求めるものである。 

   ② 地域担当職員制度については、地域とのパイプ役として、その活動は一定程度

定着しつつあり、その成果が認められるところであるが、地域での受け入れ方に

温度差があると感じられる。さらに、共通の役割などを拡大し、解消を図ってい

くことを望むものである。 

   ③ 訓子府高校への支援については、生徒や保護者のニーズに即した支援策を講じ

ていくとともに、引き続き、高校存続の重要性を町民全体の要望とするために理

解を深めていくことを望むものである。 

 以上をもって、総務文教常任委員会所管事務調査結果報告とさせていただきます。 

○議長（橋本憲治君） 総務文教常任委員会西山委員長、ご苦労様でございました。 

 次に、産業建設常任委員会、お願いをいたしたいと思います。 

○８番（河端芳惠君） それでは、議長からのお許しをいただきましたので、平成２６年

度産業建設常任委員会所管事務調査の結果について、ご報告申し上げます。 

 所管事務調査の経過につきましては、先ほど総務文教常任委員会のところで述べられて

いましたので、省略させていただくこととし、本委員会においても平成２７年２月５日に

委員会としての最終的な協議を行い、全委員の一致した意見として、報告書のとおり調査

所見としてまとめましたので、今後の町政執行にご配慮いただきたいと思います。 

 なお、その内容については、総務文教常任委員会同様、調査所見の朗読をもって、報告

にかえさせていただきます。 

（１） 農業振興については、ＴＰＰをはじめ農業改革など国の基本方針に対し、その方

向性に十分注視しながら関係団体などと連携し、行政として必要な取り組みを講じ
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ていくことを望むものである。 

    また、本町の基幹産業である農業の振興のため、生産性の向上や 

後継者対策、さらには新規就農者対策、６次産業化をめざした独自の取り組みへの

支援など、農業が持続的に発展していくために必要な施策の確立を求めるものであ

る。 

（２） 畜産振興については、酪農家の安定経営にとって町営牧場の役割は大きく、今後

ともその役割を十分果たしていくため、受け入れた家畜の適切な管理と良質な草地

の維持に努めていくことを望むものである。 

    また、酪農・畜産農家の減少は、本町の農業全体にとっても、その影響が懸念さ

れるところであり、ＪＡや関係団体と十分に連携し、支援制度拡充に向け、国など

に対し強く求めていくことを望むものである。 

（３） 堆肥供給センターについては、良質でさらに利用者のニーズに応じた堆肥の供給

を図るため、施設の適切な管理に努めることを望むものである。 

（４） 温泉保養センターの運営については、適切な管理のもと、維持管理経費の縮減に

努めることを求めるとともに、町民の健康増進とやすらぎの場とするための創意・

工夫ある取り組みにより、利用者拡大につなげていくことを望むものである。 

（５） 中小企業の振興については、商工業の振興策として実施されてきた住環境リフォ

ーム促進事業は、町内の経済効果に大きく貢献したものと評価できる。今後は、利

用者ニーズなども把握し、制度拡充も検討しながら事業の継続を求めるものである。 

    さらに、店舗出店等支援事業、店舗改修事業などを含む商店街振興対策について

は、希望者のニーズを商工会などの関係団体と十分協議し、将来のまちづくりとも

あわせた施策の展開と独自の取り組みに対しても支援を望むものである。 

（６） 町有林の維持管理については、森林の持つ多面的機能の維持と町の財産としてそ

の価値を高めていくため、森林整備などに関わる財源確保を引き続き国に対し求め

ていくとともに、職員の専門的知識の習得をあわせ、新生紀森林組合をはじめとす

る関係機関と連携を図り、適切な管理に努めていくことを望むものである。 

    また、公共施設整備への地元材の活用や林地残材の利用、さらには森林認証の活

用などにより、木材産業活性化への施策の推進を図ることを求めるものである。 

（７） 町営住宅及び町有住宅の維持管理については、住宅使用料の滞納額の解消への努

力が認められるところであり、今後は滞納の抑制を図る対策を制度化することを望

むものである。 

    また、これからの町営住宅の整備にあたっては、高齢化社会での地域コミュニテ

ィーの形成と複合的機能をあわせた住宅政策の構築を図るとともに、事業費縮減に

向けての検討を望むものである。 

（８） 建築及び土木事業の執行については、今後とも財政健全化の推進を図りながらも、

計画的な公共工事の執行を望むものである。 

    さらに、今後予定される大型事業の計画にあたっても、関係者などと十分協議し

た中で進めるとともに、事業費の十分な精査と財源確保の努力を求めるものである。 

（９） 道路・河川の維持については、災害などにより恒常的に被災する箇所の解消が望

まれるところであり、地域の実情なども考慮し、計画的に実施していくことを求め
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るものである。 

    また、道路・河川・橋梁などの改修に関わる財源の確保のため、国などに対し、

引き続き、制度拡充を求めていくことを望むものである。 

（10） 公園の管理については、遊具の日常点検とあわせ樹木の適切な管理を図り、公園

内での事故防止に努めることを望むものである。 

    また、レクリエーション公園の芝桜に関しては、今後も植生の回復に向け、創意・

工夫した取り組みを求めるものである。 

（11） 下水道事業の運営については、施設の適切な管理と計画的な整備を行いながら、

機能維持に努めていくことを望むものである。 

（12） 上水道事業の運営については、安全で安定した水道水の供給に万全を期すととも

に、今後とも水資源の有効活用のためにも有収率の向上に努めていくことを求める

ものである。 

    さらに、老朽管の更新計画については、町民の理解を得ながら水道ビジョンを基

に計画策定を望むものである。 

（13） その他委員会の所管に関する事項 

   ① 随意契約などの小規模工事等の執行にあたっては、地元業者にも考慮しながら、

なおかつ公平で公正な執行を望むものである。 

   ② 太陽光発電などに対する町有地の貸し付けにあたっては、今後とも貸付者に対

し、周辺環境に配慮した対応を指導していくことを望むものである。 

 以上をもって、産業建設常任委員会所管事務調査結果報告とさせていただきます。 

○議長（橋本憲治君） 産業建設常任委員会河端委員長、ご苦労様でございました。 

 以上をもって、所管事務調査結果報告を終了いたします。 

 

   ◎散会の宣告 

○議長（橋本憲治君） 以上で本日の日程で全部終了いたしました。 

 本日はこれにて散会いたしたいと思います。 

 ご苦労様でございました。 

 ９日は一般質問を開会いたしますので、ご参集をお願いしたいと思います。 

 ご苦労様でございました。 

 

 

散会 午後 ３時４２分 


